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I、現実と統計とにみるオフィシヤルエコノミーとシャドーエコノミー

ヴェ･ア･ヴォルコンスキー・テ･イ･コリャーギナ（モスクワ）

ロシアにおけるシャドーエコノミーに関する，統計的評価付けと研究のための

概念的枠組みをここに提起する。ロシアにおけるシャドーエコノミーはこの１０年

間において，将来のロシア社会を左右するほどの主要な要因へと転化した。本稿で

はシャドーエコノミーのＳＮＡヘの反映について特別な注意を払う。犯罪的経済活

動の増長を，政治経済学理論の古典的および現代的コンテクストにおいて詳しく検

討しよう。

シャドーエコノミーの増長一理論家と国家統計への挑戦

１９９９年にロシア経済の好転がかすかに見え始めた。工業生産高の増加，農業生

産高の増加，ＧＤＰの成長，とが定着した。しかし情況全体は非常に厳しく不安定な

ままであり，その原因となっているのが，オフィシャルな領域とパラレルに形成さ

れたいわゆるシャドーエコノミーである。ロシア連邦経済省付属マクロ経済研究所

が行った信頼'性の高い計算に従えば，隠蔽された活動と犯罪的活動とを通じて得ら

れた所得の大きさは，生産と純粋な再分配とを含めて，１９９８年に１兆４，７５０億ル

ーブルに達し，１９９９年には約３兆１，０００億ルーブルとＧＤＰの大きさのおよそ３

分の２に上った。ロシア連邦国家統計委員会第一副議長アレクサンドル・スリコフ

によると，隠蔽された経済によるＧＤＰの増加分は，１９９６年には19.9％,1997年に

は19.8％,1998年には２２％であった{1]･問題をさらにたちの悪いものにしているの

は，ロシアにおけるシャドーエコノミーの半分以上が犯罪組織によって牛耳られて

いることである。我々の評価によると，シャドーエコノミーの規模全体に占める組

織犯罪の割合は，１９９９年にはチエチエンのならず者集団による所得を含めて７０％

にも達した。

シャドーエコノミーの増長は全世界的な現象である。しかしロシアに目を転じ

ると，そこでは社会的理性が依拠する多くの制度的基盤が弱体化し崩壊さえする困

難な状況にあり，社会的理性の弱体化を通して増長したシャドーエコノミーが，経

済情勢を左右する主要な要因の一つとしての意味を持つようになっている。ロシア

が今日の最も深刻な危機から脱するうえで障害となっている主な経済行為は，イン

フォーマルな活動，コントロールされない活動，またしばしば直接的な犯罪活動，
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との間に何らかの関係を有しており，これらの活動の原因，発生源，結果，とにな

っている。

最も重要な全経済的諸問題だけを列挙しよう。

１．輸出へ向けられうる生産物（主として原燃料部門の生産物）と，国内市場向

け生産物，との間において価格水準の格差があること。そのため加工産業と

農業とにおける多くの企業が一様に高額の脱税を行うという状況において、

税の支払を逃れなければ企業が赤字に転落するという事情が生み出されてい

る。このようにして価格水準の格差は，余儀なくされたシャドーエコノミー

的行為を呼び起こしている。

２．特に銀行など多くの金融機関による犯罪行為をはじめとした経済犯罪の件数

が高い水準にあり，長期投資やロシアの銀行への預金さえも高いリスクを伴

うものとなっている。このような状況の中で，資金が生産諸部門から逃げ出

し，その多くは闇ルートを通じて海外へ送金され金融投機と不生産的諸部門

へと向かう。経済犯罪は投資の減少とリアルセクターにおける資金不足とを

導く。

３．ごく一握りの金融・産業エリートが高額な所得を得ていること，国家が財政

難にあり司法当局職員へ高い俸給を支払うことができないこと，とが国家機

関の汚職を生み出す培養器となっている。

マフィアグループは，高度に訓練された，金融専門家，法律家，政治学者，Ｐ

Ｒの専門家，とを雇い入れるために十分な資金をもっている。彼らの力を得た犯罪

組織は実際に処罰から逃れるだけでなく，幾つかの重要問題において彼らが重要参

考人であることに対して難癖をつけ，政府への召喚さえ拒否することができる。ま

た同時に，行動規範を破ることに対する社会の免疫力も著しく弱くなっている。

イデオロギー的指針のめまぐるしい交代，公的価格制度の絶え間ない変化，そ

して生活水準の急速な低下，とが道徳基盤を揺るがしてきた。

非常に大きな広がりをもつ隠蔽された経済活動（犯罪的経済活動を含む）の諸

形態，全経済メカニズムのなかでのこれら隠蔽された経済活動の組み込まれ方，と

について徹底的な理論的分析をおこなうことが，この深刻な病理であるシャドーエ

コノミーを克服するために必要である。特にこのような分析の目的はシャドーエコ

ノミーのつぎのような諸形態を明確にすることにある。すなわち，経済全体を健全

化することによって排除することが可能であり，またそれとの闘いにおいて司法当

局を強化することが大きな役割を減ずるようなシャドーエコノミーの諸形態である。

この１０年間における世界の経済学研究をみると，主として新制度学派に属す

る研究者の影響のもとに，リベラルな経済学の理論的基盤である競争の下での均衡

という新古典派の公理に対する再検討が進んでいる。このような再検討が必要とさ
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れた要因のひとつは，経済情報が不完全かつ暖昧であるために、経済主体間の関係

が予測しがたいものであるということが、与えられた条件として認識されるように

なったことである。

シャドーエコノミーの増長は，経済情報の暖昧さを強めながら，経済システム

全体の効率性を著しく低下させる大きな不安定要因としての,役割を果たしている。

これらの諸要因による破壊的影響に立ち向かうべき，社会の制度的および組織的し

くみのなかで大きな役割を担うのが国家統計である。シャドーエコノミーと犯罪活

動の規模と構造を評価するために必要な信頼性の高いデータは、様々なセクターと

地方とにおいて，司法当局，税務組織，統計組織，とによる活動を調整した共同活

動を基礎として得られるということが，経験によって示されている。この活動の調

整は国家統計委員会が行うべきであろう。この共同活動の方法論的基礎を作成する

ことがここでの最も重要な課題である。

ＳＮＡに反映されるシャドーエコノミーの諸問題

シャドーエコノミーに対する評価付けを現行の統計実践の方法と照応させる

こと，シャドーエコノミーを定期的な統計計算の体系に組み込むこととが，統計活

動の方法を研究し改善するために,最も緊急に取り組まなければならない方針のひ

とつとなっている。このことは,現在のところ様々な情報と様々な方法を用いて行わ

れているシャドーエコノミーに対する評価付けの整合Ｉ性と信頼'性とを疑いなく高め

るであろう。またあれこれの立場からの仮説をよりはっきりさせ平易にすることに

もつながるであろう。マクロ経済領域におけるシャドーエコノミーに関する詳細な

記述が,学問分野の文献にはじめて現れたのは１９７０年代のことであった。当時米国

において主に論文形態で発表された｢地下経済｣に関する業績は,現代の経済情勢に

関する統計的評価と経済予測において，勘定されない経済活動をもはや無視するこ

とはできない，という結論を示している。

シャドーエコノミーを研究するための方法論と方法とに関する道具一式が拡

充された。１９８３年にシャドーエコノミーに関するはじめての国際会議が開催され，

約４０の報告がなされた。１９８０年代後半には，この問題に関する非常に多くの文献

が著された。シャドーエコノミーは発達した資本主義諸国においてだけ特徴的な経

済活動ではなく，たえず拡がりつづけているということが一般に認められた。

シャドーエコノミーに関するわが国における継続的な研究は,ソ連邦国家計画

委員会(ゴスプラン)付属経済研究所（のちにロシア連邦経済省付属マクロ経済研究

所に改組）によって1970年代に着手された（テ・イ・コリヤーギナ[2]を参照)。
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シャドーエコノミーに関する様々な見解を示したいくつかの研究が，１９８０年代

中頃にソ連邦科学アカデミー中央経済数理研究所によって行われ（エム・イ・ニコ

ラーエフ，ア・ユ・シエヴヤーコフ131)，１９９０年代には，ロシア科学アカデミー国

際経済政治研究所（エス・イ・グリンキナ[4])，ロシア科学アカデミー経済研究所

（テ・イエ・クズネツオワ[５，，企業経営発展戦略分析国立研究所（テ・ゲ・ドル

ゴピヤトワ[６１），国立大学「経済高等学校」（ア・ア・ヤコヴレフ[7])，外交国防政

策会議（ゲ・ア・サラトフ、エム・イ・レヴィン[81)，とによって行われた。

１９９９年に『インフォーマル経済・ロシアと世界』がテオドル・シヤニン[9]の

監修のもとに出版されたことは大きな出来事であった。この著作は，インフォーマ

ルな経済諸関係と社会経済構造とについての，理論的概念だけでなく経験論的研究

結果をも示したものである。またここではロシアにおける諸現象が，全世界的諸過

程と国際関係との広いコンテクストにおいて示されている。

ロシアにおける最新の統計方法論と統計方法とに関する２巻にわたる本が，ロ

シア連邦国家統計委員会によって出版されたことは最も重要な出来事であった。こ

の出版物の第２巻ではおよそ半分のページ数が，隠蔽された経済とインフォーマル

経済とにかんするパラメータ計算の方法論と方法とを示すことに割かれている。

シャドーエコノミーの意義が，犯罪学のテーマや狭い意味での経済学のテーマ

の枠組みを越えるものであることは，今日では疑いのないものとなっている。これ

は全国家的問題である。シャドーエコノミーの個々の要素をＧＤＰに意識的に含め

るという視点から，シャドーエコノミーの概念構造についての検討をつづけるのは

重要な課題である。ロシアを含めた全世界において組織犯罪が伸張しているという

状況の中で，特に危険な組織犯罪を含めたシャドーエコノミーの大きさを算出する

ための方法論を構築することが非常に緊急を要することとなっている。シャドーエ

コノミー全体に占める犯罪組織の動向は非常に大きい。経済領域における組織犯罪

の存在について，１９７０年代末には（]980年代中頃でさえ），まだ犯罪学の専門家が

否定していたことを指摘しなければならない[11,ｐ3-6]・ロシアヘ外国資本を引き寄

せること，国際協力協定等を締結すること,とに関する諸問題を解決するにあたって，

組織犯罪との闘争が今日では最も重要視されている。経済の犯罪化（特に組織犯罪

形態）を研究するうえで，学問と国家権力組織とからの最大限の関心が求められる。

今日のロシア連邦における主要なマクロ経済指標の作成と計算は，国民経済計

算(ＳＮＡ)に依拠して行われている。商品とサーヴィスの生産，一次所得の構成，

一次所得の分配，所得の二次分配，所得の支出，資本取引，金融勘定，といった国

民経済計算の全要素指標を計算するにあたって，シャドーエコノミーの規模が考慮

されている。

国連ＳＮＡ最新版(ＳＮＡ９３)が１９９３年に採用され，『ブループツク』と呼ばれ
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ている[12]・活動領域に応じて分けられたシャドーエコノミーの次のような３つの

概念が，ＳＮＡ９３の方法論にしたがって示される。

１）隠蔽された活動またはシャドーな活動

２）インフォーマルな活動または非公式な活動

３）非合法活動

「隠蔽された｣生産には，税金と社会的納付金との支払い，統計調査票の記入な

どの一定の行政的義務の遂行，とから逃れることを目的として経済主体によって隠

蔽され過小評価される，合法的活動を含めるように提言している。この種の活動は

全ての経済領域とセクターとにおいて観察されるものである。

インフォーマル(または非公式)経済における労働の定義として，ＳＮＡ９３には

第１５回国際労働統計家会議決議が引用されている。決議は国民経済計算作成のた

めのアプローチに則っており，ここでは経済のインフォーマルセクターに法人化さ

れていない企業を含めている。そしてこれらの法人化されない企業の多くは家内工

業であり,ここでは家計所得と家族の就労とを保障することを目的として，商品とサ

ーヴィスの生産が不法に行われている。このように，狭義におけるインフォーマル

企業の総体には，家計セクター内部での小セクターが含まれる。ＳＮＡの方法論に

従って,小セクターには自力による住宅建設など家計の物的必要を満たすための生

産を行う企業が含まれ,これがインフォーマルな雇用を伴った企業の典型である。Ｓ

ＮＡ９３によるとインフォーマルな雇用を伴う企業には,雇用者と被用者との間，ま

たは数人のパートナー間，とにおける関係が契約やその他の法的文書によって形式

的にはっきりしていないような生産が含まれる。このようなインフォーマル経済の

小セクターは先進国において大規模であり重要な位置を占めていることを指摘しよ

う。

非合法活動に関連してＳＮＡ９３は,生産活動に携わる全ての企業を生産部門

へ含めるよう提言している。この点を強調して，非合法企業内部には実際に生産過

程が行われる空間が存在し,生産される生産物とサーヴィスが十分な市場競争力を

有していることが必要であると,特に付言している。非合法生産主体には,生産物と

サーヴィスの不法な生産や密売に従事する経済主体が含まれる。これらには,武器や

麻薬の製造,密輸，売春，が含まれるであろう。ここでの｢主体｣の意味は，無免許の

開業医など，当該活動の許可を得ない経済主体である。

しかし，強盗，窃盗，テロリズム，など生命と財産とに敵対する活動をＳＮＡ

９３は交易活動と見なすておらず，したがってこれらを生産部門へ含めていない。

しかし，窃盗，強盗，テロ行為，との結果である貨幣所得と実物所得は，国民所得

の生産と支出との大きさとのバランスを保つために，ＳＮＡの然るべき勘定に反映

されなければならない。シャドーエコノミーの全てのスペクトルをＧＤＰに含めて
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計算することと関連して，これらの所得が修正委員会を通じてＳＮＡ９３最新版に

おけるＧＤＰの次の指標へ反映されなければならない。

ａ）経済主体(法人)による商品とサーヴィスの生産を特徴付ける指標

ｂ）家計による生産物(商品とサーヴィス)生産の指標

ロシア国家統計委員会はＳＮＡ９３の論理に今日では完全に従っている。しか

し実際の統計活動を見ると、１９９７年春に初めて公表されたシャドーエコノミーを含

めたＧＤＰ指標の計算には,違法な形態の活動による所得は含まれていなかった。国

家統計委員会の前掲書『統計方法論規則』では，ＧＤＰとＳＮＡへ隠蔽された活動

とインフォーマルな活動による所得は全て含めるように提言されているが非合法

活動についてはその一部分だけを含めるように提言されている[10,vyp､2,pl2-13]・

ＧＤＰ計算に関するこのような不明確さが，国民経済計算における誤差の第一

の原因であると,われわれは思う。ＳＮＡ統計には次のような困難さとパラドックス

とがある。すなわち,ＧＤＰに反映される国民経済のプラス成長が,仮に麻薬取引や

売春の増大による結果であったとしても，そのように捉えることはできないという

ことである。これは経済理論の完全な俗悪化であろう。経済犯罪における支払いと

所得とに利用される貨幣手段とその他資源との大量の流れ制投資を通じたマネーロ

ンダリングの大きさ,これらによる有効需要の変化が実際に巨額に上ること,とが物

財とサーヴィスとについての生産と需要との規模と均衡とに大きな影響を与える。

そしてこのことを経済学者と統計家は考慮しなければならない。闇ルートにおける

資金の流れを別個に捉え,ＳＮＡのなかに特別な項目を設けることによって，このよ

うなパラドックスを克服することが可能であるとわれわれは考えている。この問題

を議論する前に,シャドーエコノミーの概念そのものについて考えよう。

「シャドー」とか｢闇にもぐる」という概念は，自らの経済活動の諸結果に関する

情報を意識的に隠蔽もしくは歪曲する，という意味であろう。言い換えれば，「シャ

ドーエコノミー」という用語は､極めて否定的な社会的評価を受けるという価値観を

含んだものである。同時に広義における「シャドーエコノミー｣という概念は，家計

における生産活動，追加的家計収入を目的として個人によって行われる偶発的かつ

不定期な経済活動，とを含む。このような広義概念を考える最も大きな目的のひと

つは，ＳＮＡ諸指標とＧＤＰの概念を精織化し欠陥を補うことにある。これらの経

済活動の諸形態は，統計調査の対象とならずこれらに従事するものが誰かへの報告

義務を負わないかぎりにおいて，情報の隠蔽や歪曲とは無関係である。個人による

副業などロシアにおいて重要な経済的位置付けを持つ，これらの活動形態に対する

社会と国家の関係は，犯罪に対する関係とは正反対のものである。

『統計方法論規則』［10,vyp2]ではこのセクターを表示するために、われわれ

にはより正確な用語と思われる「インフォーマル活動｣が用いられている。「シャドー
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エコノミー」という概念はここではまったく使われていない。しかしこのことは、シ

ャドーエコノミーという語がマスコミや日常会話から消えたことを意味しない。わ

れわれの考えでは，理論的にも日常会話においても、インフォーマルセクターを含

まないシャドーエコノミー概念へと、語を修正し，精織化し，定着させ，明確化す

る努力がいつか必要となろう。シャドーエコノミー携わる者たちは統計組織へ情報

を提出しないが、これはシャドーエコノミーに対する社会の関係の問題ではなく，

統計組織の活動において利用されるあれこれの方法の問題である。

違法行為と関係することから無条件にシャドーエコノミーの領域に入る活動を、

ＳＮＡ諸指標とＧＤＰへ反映させることがもうひとつの問題である。前述のように

『統計方法論規則』（１９９８年)では、このような活動はＳＮＡ９３におけるのと同じ

く「隠蔽された活動」と｢非合法活動」とに分類されている。「非合法活動｣には現行法

規に直接違反する商品とサーヴィスの生産形態が含まれる。ここでいう「隠蔽された

活動｣は全てＳＮＡとＧＤＰへ反映されている。いくつかの非合法活動は経済活動と

見なされないので，ＳＮＡとＧＤＰにおいてみることはできない。売り手と買い手

との合意の下に行われる，商品またはサーヴィスの市場における売買を，経済活動

の諸形態と見なすことが必要である。

「隠蔽された活動」とは別に本来の犯罪活動を区分することは，まったく有効で

意義のあることであるとわれわれは考える。しかし，「隠蔽された活動」と区別され

た｢非合法活動」という区分は失敗であると思われる。何よりもまず，実際に全ての

隠蔽された活動は法律違反と関係しているために非合法概念の影響を蒙っている。

さらに続けよう。何人かの著者が提言するように，麻薬取引を経済活動へ分類し偽

札の販売を非経済活動に分類することは，まったく非論理的である。貨幣形態であ

れ非貨幣形態であれ，ある所有者または経済主体からの富の再分配を行う全ての活

動は，経済活動であるとわれわれは考える。従って，所得の主要な再分配にかかわ

る全ての活動はＳＮＡの諸勘定に反映されなければならない。窃盗や恐喝といった

活動は,それらの経済的結果が純粋に再分配に属するものであるので，生産の勘定

には反映されない。しかしそれらは所得分配の諸勘定に反映されなければならない。

ここでは次のようなパラドックスが浮かび上がる。すなわち、前述のように，

ＳＮＡとＧＤＰ指標は違った用途をもっていることによって解決される。ＳＮＡに

求められるのは何よりもまず国の経済生活全体についての鳥轍図を提供することで

あって,あれこれの動きや過程についての否定的あるいは肯定的特徴を,評価付ける

ためのツールとしての役割ではない。ＧＤＰやセクター別の商品とサーヴィスの生

産高のように,経済活動の効率性評価とその部門間比較等のために定期的に利用さ

れる諸指標については別である。違法な活動形態は，その諸結果が社会にとっての

価値を生み出さないかまたは減価させるようなものである。このような活動には，
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例えば麻薬の製造と販売のように需要を満たし,売り手と買い手とのあいだの合意

に基づいたものもあるが。麻薬製造，様々なペテンと関わるような刑法に違反する

金融取引，とがたとえ国民所得を増ﾉｊ１１させるものであっても，増長するのは許され

ない。われわれの考えでは，このようなパラドックスを解決するには，経済諸過程

と活動形態とについてのより完全な範囲を可能な限りＳＮＡへ含めることが必要で

ある。また経済活動の効率性を評1ｍするために利用されるＧＤＰのような指標は，

社会的にとって有用（または有害）な価値をもつ結果についての指標である。

国連統計委員会の専門家たちが提案するように，所得再分配にかかわる限りに

おいて犯罪活動の諸形態をＳＮＡへ含めることについては，もちろん賛同できる。

しかしここで重要なことは，広く行われている税の滞納など刑法に違反しないよう

な，社会にとって大きな危険性を持たない違法行為を、凶悪な犯罪行為から区分す

ることである。犯罪組織構造を区分けし，特にそのなかで，権力中枢への彼らの侵

入と彼らの国際的ネットワークの強化とについて，その大きさと動態とを追跡する

ことが最も緊急を要する課題であるとわれわれは考える。イタリアといくつかのラ

テンアメリカ諸国とにおける経験が示すように，マフィアの活動は，売春，賭博場，

麻薬売買，などいくつかの伝統的活動を取り仕切ることにとどまらない。マフィア

は国家による召還を拒否し，法廷に法的代理人を立て，犯罪的｢人権擁護｣グループ

によって構成されるこれらの代理人たちの目的は，犯罪組織のための｢社会秩序｣を

創り上げることである。従ってわれわれは今日において，「隠蔽された活動｣の大き

さから，刑法で規定される組織的経済犯罪を区分することが必要であると考えるの

である。ＳＮＡにおける所得の構成と分配とに関する勘定へ，次の２項ロを追加す

ることが必要である。すなわち，「隠蔽された活動からの所得」とそれに含まれる「組

織的犯罪活動からの所得」とである。

隠蔽された活動の成果のなかには，密漁などのように，社会的有用性を持った

生産物とサーヴィスの生産がふくまれる。ＳＮＡにおいてこれらの生産物の生産規

模は，当然のことながら生産勘定に含まれなければならない。これと並んで，生産

フォンドや他の形態の国富へもたらされる損害は，資本取引勘定に反映される。

もし企業の生産物の一部が国税当局から隠蔽されれば，それは生産勘定に含ま

れなければならない。しかし統計計算方法を改善することを目的に，隠蔽された生

産物全体の大きさを意識的に分類しなければならない。現行の勘定体系では所得の

構成と分配に関する勘定を作成するにあたって，税の滞納額は次の項目へ分類され

ている。すなわち、「被用者所得」または「総利潤および単純雑所得」とである。追

加項目を導入するにあたって，企業経営陣における犯罪グループが国家へ税として

支払わなければならない金額の，違法な再分配の大きさを直接示すことができる。

ＳＮＡに追加項目を導入することで，ＳＮＡとＧＤＰタイプの諸指標との間の

－８－



関係をより明らかに示すことができる。ＳＮＡにおけるシャドーエコノミーの計算

方法論への,このようなアプローチにおいて、主要なマクロ経済指標としてのＧＤ

Ｐによる表現という一般理論的伝統が遵守される。これは実践において重要であり，

国際政治学における主流派が主張するような，ロシア全体の犯罪化という非難を論

破することを可能とするであろう。ロシアと海外の先進国との統計計画において，

ＧＤＰから犯罪活動による所得の「斑入」を除去すべきであり、ロシアがこの立場

を擁護するうえでのパイオニアになるかもしれない。２０世紀末に巨大に成長し世

界経済に大きな影響を与えるようになったシャドーエコノミーの現象に対して，理

論的中立の立場で臨むべきではない。犯罪組織によるビジネスは，公式に登記され

た企業の傘の下に,その活動の金融経済指標を粉飾しながら，ＧＤＰ算出のための

統計報告に紛れ込んでくる。

古典派経済学の諸問題の現代的意義

社会にとって否定的価値あるいは有害'性をもつ活動の諸成果を，経済活動全体

の大きさから区別する問題は新しいものではない。この問題はかつて古典派経済学

の巨匠たちが取り組んでいたものである。約３００年の間経済学者たちは，彼らの視

角から社会にとって必要と思われる経済活動の諸形態を，社会にとって有用ではな

いか有害であると思われる行為と対比して，様々に区分してきた。「生産」という経

済学のカテゴリーは活動形態の中で最も優先的に定義を与えられたものである。生

犀領域における労働は生産的労働と呼ばれ，それによってもたらされる所得は一次

所得，他の社会構成員の所得は一次所得が再分配された二次所得，と呼ばれた。

生産的労働と不生産的労働とを区別するための指標は，絶えず論争の対象とな

ってきた。

カール・マルクスは『剰余価値学説史』のなかで，生産的労働の概念が論理的

に拡張されていった様子を詳しく跡付けている。生産的労働は，「剰余価値を生み出

す労働，すなわち生産過程において必要とされた価値を超える価値を含んだ生産物

を生み出す労働」［13,pl4]，として捉えられていた。しかし，どのような形態の労

働がこのような特性をもつか，という理解は大きく変化していく。

まず，商品の売買過程を通じて剰余価値が生み出されるという見解は否定され

た（Jスチユアートの１７６７年の著作)。商品が常にその価値を超える価格で販売さ

れるとしても，これは｢疎外による利潤｣にすぎない。ここでは総資金にたいして何

らの追加価値も創造しないし，一方の儲けは絶えず他者の損失を意味する」[13,plO]･

ケネーやテユルゴーなどの重農主義者は，剰余価値を生産する唯一の生産的労
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働は農業労働である，と規定した。工業部門における労働者は物量を増大させるこ

とはなく，ただ物質の形態を変えるだけである。原材料，すなわち物財の総量は農

業から工業へ提供される。手工業者，商人，「農業を除く他の一切の労働に従事する

全ての国民｣を指してケネーは，「無益な階級」と名づけている。

１８世紀前半には工業生産が未発達であったため,農業人口は自らの需要の全て

を自ら満たしており，一方都市は農業生産物なしには成り立たなかった。すなわち，

社会にとって必要な生産物の領域を，重農主義者は農業生産物だけであると狭く捉

え，生産的労働の区分する際の条件をここに求めた。

Ｄリカード(1819年)は，マニユファクチヤーと工業生産において得られる利潤

を，農業において生み出された価値の単なる再分配であると，見なすことはもはや

できなかった。しかし生産的労働はその成果が物的富であるような労働であるとい

う結論に達していた。当時は未だサーヴィスの生産は国富の大きな部分を占めてい

なかった｡経済活動のこの領域は資本主義の爆発的発展の影響を受けていなかった。

１９世紀後半においてさえ，物的生産領域を中心とした人間の活動形態と関連してマ

ルクスは次のように述べている｡｢この領域における資本主義的生産のこれら全ての

現象は，生産全体と比較して大きくないし,特別な注意を払う必要がない｣[13,p421]・

生産的労働と不生産的労働との区分に関する新しい見解は，資本家階級による

労働者階級の搾取概念を主要な内容とする，マルクスの階級理論の影響を受けた。

マルクス主義における生産的労働の概念は，搾取階級による不生産的活動の価値を

引き下げ，搾取階級に奉仕する労働者，すなわち，資本主義的経済メカニズムの機

能と搾取階級による支配状態とを手助けする，銀行，金融機関等，における労働者

による不生産的活動の価値を引き下げるうえで，重要な機能を果たした。

被用者を利用しない独立した手工業者と農民の労働についてマルクスは，彼ら

には｢生産的労働と不生産的労働との区分は役に立たない・・・従って，農民と手工

業者とに生産的労働者とか不生産的労働者というカテゴリーは当てはまらない」

[13,ｐ4171．

本源的規定においてマルクスは,生産的労働を剰余価値をもたらす労働,あるい

は資本に黒字をもたらすような労働として,認識することができなかった。このこと

は,資本家の労働が社会的意義を持つという,市場における規範を正当化することに

つながったであろうから。マルクスは次のように書いている。「生産的労働と不生産

的労働との区別は，常に貨幣の所有者である資本家の立場から行われている・・・」

「資本の視点からみてどのような労働が生産的かという問題と,そもそもどのよう

な労働が生産的かという」問題とが混同されている。「資本主義的生産様式が絶対的

な形態であり,従って永遠かつ本源的な生産様式である」と見なす,資本家の限界を

指摘している[13,p400]。
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社会主義社会における生産的労働を規定するうえで,マルクスの次のような見

解を参考にするのが有効である。「しかし次のような場合を想定してみよう。いかな

る資本家も存在せず,生産に要した価値を超過して生み出された剰余労働を,労働者

自らが取得するような場合である。このような物的条件の下においてだけ.このよう

な労働者の労働が生産的であり,新たな価値を生み出す[13]・生産に要した価値から

の,新たに生み出された価値の超過という指標さえ,ここでは必ずしも必要ではなく

なる。もし労働日が労働者の生活を支えるためだけのものであったなら,すなわち彼

の労働力の再生産だけに必要なものであったなら,労働は労働者が自ら必要とする

価値を補填し,自らを絶えず再生産するものである[13,pl34]。言い換えれば,搾取の

ない社会における生産的労働の規定は,十分な経済的効率‘性という視点から行われ

なければならない。

ソヴィエト時代の市場メカニズムは,行政との関係において従属的な役割しか

果たしていなかったために,国家による政策の重点がどの部門におかれるかが，重要

な意味を持っていた。このような国家の璽点政策によって，サーヴィス部門と比較

して物的生産部門が優先的に発展した。このような重点政策を支えた土台のひとつ

は，イデオロギー的土台としての，生産的労働と不生産的労働に関するマルクスの

概念であった。世界の統計において採用されているＧＤＰ指標が，ソ連邦の統計実

践において利用されることはなかったし，国民所得指標には不生産的分野の所得が

含まれていなかった。これらの所得を，国の経済水準全体を反映するための統合指

標(ＧＤＰ)へ含めることは，正当化されない｢頭複計算｣であると考えられた。一方

で，社会主義社会における各労働者の労働は，それが生産的部門におけるものであ

れ不生産的部門におけるものであれ，経済発展と社会のために必要であり有益であ

るという点において、等しく扱われていたのであるが。

生産的労働と不生産的労働との区別，必要労働と剰余労働との区別，とを拒否

し，「国民所得｣指標の｢制限された｣概念を利用することが，非論理的であり不当で

あることを詳細に根拠付けた，最初のソヴィエト経済学者の一人がア．エル．ヴァ

インシユテインであった[14,p7-28]・ソヴィエト時代末期には，生産的セクターと

不生産的セクターとの経済的｢同権｣は，ようやく認められるようになり，統計年鑑

『１９９０年におけるソ連邦国民経済』では，世界で用いられている方法論に近い

形で計算されたＧＮＰ指標が公表された。

かつて非農業労働の｢市民権｣を認めたのと同様に，サーヴィス部門の就業者と

所得との経済全体における比重の急激な成長が，経済学研究者をしてこの部門への

態度を変更させる大きな要因となっている。すでに１９７０年代の先進諸国において，

ＧＤＰに占めるサーヴィス生産の比重は商品生産の比重を超えていた。ソ連邦にお

けるサーヴィス部門の比重も成長した。しかしこれは極めて緩慢な成長であり，特
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にサーヴィス部門における所得の伸びは特にゆっくりしたものであった。しかし，

サーヴィス部門を二義的（二次所得）セクターと見なすことは，もはや不可能であ

った。今日におけるシャドーエコノミーの急成長が、経済活動を社会にとって有益

なものと有害なもの(ほかの立場もあろうが)とへ区分する問題へ，われわれを立ち

返えらせる要因となっている。

経済犯罪と国家

過去１ｏ年間におけるシャドーエコノミーと経済犯罪との急激な成長は，全世

界的現象であり，このことは，世界の社会・経済システムにおいて不安定さが強ま

り，危機が深化していることを示している。ロシアにおける状況は際立った独自性

を持っているものの，全世界における現象と多くの共通'性を持っている。

全世界におけるこれらの動きの重要な特徴は，就業者の数と特にそこでの所得

の大きさとから見て，金融仲介セクターの比重が絶え間なく成長していることであ

る。ウォリスとノート[15]との評価に従えば，銀行・金融サーヴィス，保険，卸売

りと小売り，とへの費用支出，弁護士，会計士，他への専門家への支払いのように，

市場における商品流通のための交易支出は，１８７０年から１９７０年までの１００年間に，

国民所得の２５％から４５％へ増加した。

ロシアとソ連邦とに関するこのような計算は行われていない。仲介行からの所

得のような交易支出の大きさと関連した指標を利用して，次のような数量的概略を

得ることができる。ソ連邦においてＧＤＰに占める金融仲介活動の所得の割合は，

先進諸国の４分の１から５分の１に留まっていた。経済改革の最初の３～４年(1992

年から１９９５年)には，この割合は３倍から４倍に伸びた。商品仲介サーヴィスへの

支払額の指標を用いて，その動態を描くことができる。１９９０年には，物的生産部門

における商品購入価格に占めるこれらの経費の割合は，７％であったが，１９９５年に

はすでに２５％から３０％に達した（[16,p45]を参照)。

シャドーエコノミーの研究者の大半は、金融仲介活動の成長とシャドーエコノ

ミーの増長との間に関係があるとみている。なぜならば，金融仲介活動は商品生産

部門と比して，国家による統制がより難しい分野だからである。巨大交易グループ

と金融産業企業の，所得と資産，現実の経済力と影響力、との前例のない成長の多

くは次のことからもたらされている。すなわち，金融仲介活動，金融情報活動，金

融政策活動，とに対する国家の統制が緩和され，彼らの諸成果が債権者や従業員か

ら隠蔽される、ということによってである。このような活動の結果は，脱税,外貨と

商品の違法な国際間移動,国内での違法な外貨による支払い,企業収益の一部を生産
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費用として参入するごまかし,等,である。

このような統制から自由になることは,必ずしも犯罪活動としての性格を有す

るものではない。わが国だけでなく他国においても,法律が便利であるのは次のよう

な理由からであろう。すなわち,高度に訓練された弁護士や金融専門家のサーヴィス

を利用して法律の中にあるあれこれの抜け穴やどちらとも取れるような条項を見

つけ出し,そのことによって,大した処罰を受ける心配もなく,税の支払い額の最少化，

所得隠し,外貨の不法な購入,秘密裏での資本の国外への持ち出し,等が可能となる。

金融部門において取引される貨幣金融手段の量が,リアルセクターである生産

部門における正常な取引のために必要とされる貨幣手段の量を,何倍も上回るよう

になったことが,過去１０年間における特徴である。もし新古典派理論のように，金

融システムを，商品とサーヴィスの生産と，生産物の経済的に効率的な分配，との

過程に奉仕するシステムとして捉えるとしても，いまや金融部門は明らかにリアル

セクターから切り離され，そこから自立的なものとなっている。金融システムは，

あれこれのリアルセクターにおける発展とその資源とを，自らの政治経済的利益の

ために利用している，ということもできる。その状況を概観するために，著名なロ

シアの研究者である，ロシア科学アカデミー国立開発研究所経済戦略センター長

ア・イ・ネクレッサの研究[17,p571からいくつかの数値を引用しよう。

世界における金融派生商品（デリヴアテイヴ）の規模は，１０３兆ドル（1997年

末における国際決済銀行ＢＩＳの評価)，または１５０兆ドル(1998年末に行われたア

メリカ上院におけるある公聴会での発言)，と評価されている。この額がどれほど大

きなものか比較するために付け加えるが，全世界におけるＧＤＰの総額は１９９７年

において約３０兆ドル（世界銀行が行った主要１３０カ国に関するＧＤＰの集計値）

であった。流通が円滑に遂行されるために必要な流動手段に対する需要は，ほとん

どは貨幣形態において満たされ，その大きさは通常の諸指標によって計られる。こ

れらの諸指標は総生産との間に強い相互関係を有している。例えばアメリカでは，

1997年におけるＧＤＰは７兆７，０００億ドル，現金量ＭＯは４，５７９億ドル，１９９８

年における３ヶ月間に連邦準備制度が１３８億ドルを印刷した。そして，Ｍ１は１兆

１，１２７億ドル，Ｍ２は４兆３，８０８億ドル，Ｍ３は５兆９，４０１億ドルに相当した。

（米ドルは世界中の決済手段として利用されていることを考慮しなければならな

い｡）

金融部門における経済主体が所有し取引している金融資源の量は，世界の経済

的中進国の大多数が所有している金融資源の量に匹敵する，ということが第二の特

徴である。またその量は大部分の後進国家の保有量を凌駕している。

経済への国家の介入と規制とが絶え間なく緩和されるなかで進む，自由化の拡

がりと深化を通じて，金融部門は、経済を管理し，経済発展を規定し，国家行政管
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理体制を自らに従属させ，第２の計画を推し進める，主要な制度としての役割を求

めるようになる。

国家には，社会的機能，国防機能，その他との要求を満たすこと，経済発展と

環境保護との計画を遂行すること、端的に言えば，社会全体の関心をまとめること，

とが要求される。当然ながら，金融仲介および金融産業に関わる組織と団体との目

的は、国家の目的と課題とからずれるであろう。金融組織の経済的政治的影響力が

成長したのに伴い，彼らは国家の保護と援助とを必要としなくなり，一方の側での

金融経済組織と団体，他方での国家，との間における目的と利益とのズレは，ます

ます埋めがたいものとなっていく。

世界におけるデリヴアテイヴの規模拡大は，この１０年間における，新しい形

態での銀行金融サーヴィスの先例のない増力Ⅱ、金融取引の新しい技術の出現，とに

関連している。金融活動のこのような発展は，情報技術とコンピュータの発達に大

きく依存している。そしてこれらの技術は，瞬時に情報を伝達するかつて例がない

ほどの可能性を持ち，地理的にはなれた世界を－つにし，リスク管理のための情報

加工をより徹底させ，ヘッジング，保険イノヴェーションフォームの加工，外貨金

融投機と投資の入念な計両化，とを可能とする。前述のように，ここでもまた，金

融経済活動を国家の統制から自由にする，技術と構想とについて言及しなければな

らない。

コミュニケーション技術と外貨金融活動の自H1化とによって，大量の資源を瞬

時に空間移動させる可能性，法律が特に入念に営業機密を保護してくれる国とオフ

ショアーゾーンとの出現，とによって，銀行金融業界のグローバル化と治外法権化，

個々の国家による効果的な統制が難しくなる状況、とが生み出されている。言い換

えれば、銀行金融業界はシャドーエコノミーの潜在的領域である。経済的価値観が

根本的に変化したなかで，彼らの主要な資本の高い経済的価値は，信頼と信用とで

あることを安定した慧眼の銀行金融機構が理解している限り，それは顕在化するこ

とはないであろう。しかし儲けと損失とが巨額に上ることと関連して，しばしば金

融業界の代表者と買収された官僚(組織犯罪グループが内部に形成される)との癒着，

重要問題解決にあたっての犯罪社会との大っぴらな共謀，とが進む。

法的基盤と司法当局による実践活動とにおける欠陥が、法律改革，非合法およ

び半合法経済活動への取り締まり方法の改善，とを進めることを国家へ迫っている。

これに対して，収益の高い取引の拡大を目的とした，シャドービジネスと金融技術

との，まったく新しい構想が現れている。

社会経済発展のこのような相対する２つの傾向と側面は，自らの政治的イデオ

ロギー的発言に見ることができる。単純化して言えば，国家の強化という方針に対

して次のようなリベラルな見解がある。すなわち，国家は買収されているので経済
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運営の課題を解決することができないし，個々の活動に対して統制を行うこともで

きない。したがって，家の役割を脇へ追いやるべきであり，したがって彼らが担う

機能は最小限にとどめるべきである，というものである。

人々に新しい経済的秩序を示す，西欧的文化・イデオロギー・諸要求のもとへ，

他者の圧力によって投げ込まれた，伝統社会または非西欧文Ⅲ}が崩壊する過程が，

犯罪とシャドーエコノミーとを呼び起こす大きな要因である。多くの研究が示すと

ころでは，大部分の第３世界の国々は，世界の経済システムの作用の下で，「周辺」

社会または｢周辺｣経済社会へ転化してしまった。

このような社会の特徴は，ごく一握りの支配層と極貧にある大多数の人々との

間における，経済水準と文化水準の大きな較差である。周辺社会のもうひとつの重

要な特徴は，伝統的な精神的文化的規範と指針の崩壊，急速な歴史的変化を求める

厳しい時代において，新しい価値観を受け入れること，新しい実生活に適応するこ

と，とが大多数の人々にとって不可能であることである。慣れ親しんだ生活秩序か

ら放り出されて，彼らは，犯罪，アルコール中毒，麻薬中藤，とが増加する土台と

なる。

このような状況は工業化期にある全ての国にとって実際に特徴的であり，そこ

では農業過剰人口の発生が人々を，都市へどっと}１１】し出し，生まれつき縛り付けら

れてきたひとつの社会グループから，唯一の集川的価値観へ，人々を投げ入れる

（ユ・ハラシリニスキー[18,pl41を参照)。１９世紀末のロシアには農村的精神と生

活とから投げ出され，３つの階層へ分化していく人々が多くいた，とグレープ・ウ

スペンスキーは書いている。かつて農民であったもの(農民は常に犯罪の末席を汚し

ていたのだが)は，ペテン師，無慈悲な搾取者，殺し屋，とになっていった。

今日における，犯罪の増加，麻薬''１毒と自殺との拡がり，とから判断して，精

神的支えを失い，自分を「アウトサイダー」とか社会からの｢落ちこぼれ｣であると感

じる人々の割合が増加している。

１９９１年以降のロシアにおいて，精神，経済，生活,とに関する諸条件が崩壊す

るのが，急速であったことと同時であったこととが，大部分の人々を惑わせ，「制度

的空白」[19]を生み出す，原因であった。経済構造の厳しいペレストロイカの中で生

み出された「アウトサイダー」を社会に組織すること，急速な社会構造変化が生み

出した否定的結果を克服すること，とを目的とした有効な方策を採用することは，

国民に信頼された行動力のある国家だけが可能であろう。そしてこれが国家の重要

な課題の一つである。

このように，精神的文化的共通1性（民族，文明）に拠ってたち，国家によって

支えられている，法的制度的秩序を洗い流してしまう要因の増大は，現在ではいわ

ば２つの側面から進行している。すなわち，一方において自由化された金融情報業
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界という「上から」と，他方において貧困化し落伍した階層という「下から」，とで

ある。

文献リスト

1．「国家統計委員会は『シャドー』の真相を明かす」『今日』2000．Ｎｏ．６８．

３月２９１］

２．テ・イ・コリヤーギナ「ロシアのシャドーエコノミー：起源と統計」

Ｐｂ〃ｔｅｋｏｎｏｍｌ９９７,ＮＯＬ

3．エム・イ・ニコラエワ,ア・ユ・シエヴヤコフ「シャドーエコノミー：分析と評

価の方法(西側経済学者の研究概観)」モスクワ,ソ連科学アカデミー中央経済数

理研究所,１９８７．

４．エス・イ・グリンキナ「ロシア経済の犯罪化に関する問題に寄せて」

Ｐｂ〃ｔｅＡｏｎｏｍｌ９９７､Ｎｏ．１．

５．テ・クズネヅオワ「ロシアにおけるインフォーマル経済研究のためのいくつか

の視角」『経済学の諸問題』1997.Ｎ０９．

６．『ロシア経済におけるインフォーマルセクター』モスクワ,企業経営発展戦略分

析研究･所,1998.

7．ア・ア・ヤーコヴレフ「企業のシャドーな活動と経済発展の制限」『ロシア経済

安定化への道』モスクワ,インフオルムエレクトロ社11999.

8．外交国防政策会議『ロシアと汚職：誰が誰を』モスクワ,独立新聞社,1999.

9．『インフォーマル経済.ロシアと世界』モスクワ,ロゴス社,1999,

10.ロシア国家統計委員会『統計方法論規則』１－２巻,モスクワ,1996-1998.

11『組織犯罪』モスクワ,法律文献社,1989.

12.aystemofﾉＶＺﾖtionaﾉAccounts・l993UN,ＯＥＣＤ,WorldＢａｎｋ,IMF,1993

13．『マルクス・エンゲルス全集』第２版２６巻第１部,モスクワ，

ボリトイズダート社，1962.

14．ア・エル・ヴァインシュテイン『ロシアとソ連邦における国民所得』モスクワ，

ナウカ，１９６９．

１５．WallisJ.』.，ＮｏｒｔＤＣ、ＭｅａｓｕｒｉｎｇｔｈｅＴｒ&lnsactionSectorintheAmerica、

Ｅｃｏｎｏｍｙ，１８７０－１９７０．１，:"Ｌｏｎｇ－ＴｅｒｍＦａｃｔｏｒｓｉｎＡｍｅｒｉｃａｎＥｃｏｎｏｍｉｃ

Ｇｒｏｗｔｈ"Chicago，UniversityofOhicagoPress,１９８６．

１６.ヴェ・ァ・ヴォルコンスキー，イェ・テ・グルヴィチ，ア・イ・クゾフキン「ロ

シア経済における金融構成」『予測の諸問題』1997,Ｎ0．３．

－１６－



１７．ア．イ・ネクレツサ『大モダニズム時代の終焉』モスクワ，経済戦略研究所、

１９９９．

１８．カ．カシヤノワ「ロシアの民族的特徴」モスクワ，国民経済モデル研究所，１９９４．

１９．ヴェ・ア．ヴォルコンスキー「ロシア改革の制度問題｣モスクワ，モスクワ大学，
１９９８．

2000年４月１４日編集委員会受理

ロシア科学アカデミー中央経済数理研究所『経済学と数学的方法』第３６巻２０００年

No.４掲載

－１７－



Ⅱロシア諸地方における経済諸部門生産高の測定

一隠蔽された活動とインフォーマルな活動とを考慮した｢イタリア方式｣の採用一

イデ･マサコワ(ロシア国家統計委員会）

他の移行経済国と同様にロシアは非常に規模の大きなシャドーエコノミーを

抱えており，その大きさは，ロシア国家統計委員会の計算によるとＧＤＰの２０％

から２５％にも達する。したがって，ロシアにおける隠蔽された経済とシャドーエ

コノミーとに対して評価を下すことは，ロシアの統計家にとって緊急な課題であ

る。隠蔽された活動とインフォーマルな活動の計算に関する問題を研究する過下１１１

において，ロシア国家統計委員会の専門家たちは，当然のことながら他国におけ

るこの問題の研究に対して関心を抱くようになった。

１９９３年，国家統計委員会はこの問題をめぐる技術的援助をユーロスタート

へ求め，彼等からIW解と財政的支援とを得ることができた。シャドーエコノミー

を評価付けるためのイタリア方式が最も優れていると考えられたため，ユーロス

タートはロシア側のパートナーとして，イタリア統計研究所（ＩＳＴＡＴ)を推薦

した。専|'【l家による協同作業と協識会との結果，ＴＡＣＩＳプロジェクトＲＦＯ４ＩＴＯＧ

｢シャドーエコノミーパラメータの計測｣が合恵され作成された。このプロジェク

トは，ロシアの－地方において，小企業調査と家内就労調査とを行うことを計iIil

したものである。イタリア方式をロシアに過lllする可能性を検討すること，そし

て適用可能性に関して肯定的な結果が得られた場合には，シャドーエコノミーパ

ラメータを算出する方法を作成すること，とがこのプロジェクトを実施する過梶

において，あらかじめなされなければならなかった。このプロジェクトを実施す

るために，家計調査票のプログラムと，－ｌｉ１１限りの統計調査｢小企業活動基礎情

報｣の調査票ＮｏＭｎ－Ｌとが作成され双方の整合性が得られた｡

当初この調査は１９９６年に実施される予定であったが，調整に長期間を要し

たことと，財政的問題とによって，調査は１９９８年になってやっと行われた。

このプロジェクトの準備と調整とに要した期間において，ロシア国家統計委

員会は，個々の経済部門と活動形態とに関する，シャドーエコノミーパラメータ

の算出方法を作り上げた。結果としてプロジェクトの持つ意味合いは変わってし

まった。今ではこのプロジェクトは，隠蔽された経済とインフォーマルな経済と

を算定するために国家統計委員会が採用している方法を，確認し点検するための

方法として見なされるようになった。
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総雇用調査を基礎とした，不観測経済算定の主要原則

シャドーエコノミーに評価を下すにあたってのＩＳＴＡＴの基本的アプローチは，

統計（センサスや調査）によって得られた雇用に関するデータと，法務機関，税務

機関，社会保障機関，とによって作成された関係するデータとを，経済活動と地域

分類とを考慮しながら比較検討することである。そしてあとで，全労働週に亘って

労働したもの，追加所得を得るために労働週のうち部分的に労働したもの（常雇と

して扱う），とに関する全ての雇用数の再計算が行われる。労働者１人あたりの賃

金と生産高とについて得られたデータは，生産量と付加価値の計算とに用いられ，

この作業を通じて，企業主が十分考慮していない生産の規模について修正を加える

ことができる。

プロジェクト実施にあたって国家統計委員会は，定期的雇用調査に関する実績

の大きな蓄積を有していた。調査はロシア連邦の全ての地方において行われ，サン

プリングの結果を基に，あとで調査対象にある年齢の全人口数を推計するという方

法がとられた。そしてこれらの調査を利用した総雇用調査を基礎として，生産量測

定の前述の方法を利用することがnJ能となる。

ＴＡＣＩＳプロジェクトRFO41TO6の枠内において，プリヤンスク州統計委員会は

雇川に関して，小企業調査と家計調査とを行った。

ブリヤンスクリト|において一回限りの小企業調査を行うにあたって，小企業の数

が確認された。２５２３の企業に対して調査票NoMrl-lが発送され，そのうち１７２７企

業から回答が得られた。すなわち小企業の７５％が調査されたことになる。調査票に

は次の質問項目が含まれている。すなわち，生産量(労働，サーヴィス)，生産物の

生産と実現のための支出（労働，サーヴィス），うち物的支出（外国人兼任者を含め

た常勤スタッフと非常勤スタッフの賃金),外国人兼任者と非常勤スタッフとを除い

た労働者の平均数，外国人兼任者の平均数，国家契約に関係する作業に従事する労

働者の平均数，とである。継続した調査によって，小企業の総数を確認することが

可能となる。企業からの回答数と非liil答数とによって，実際に経済的に稼動してい

る企業数を明らかとすることができる。

ブリヤンスク州における，雇用に関する家計調査と小企業調査との結果から得

られたデータを基礎とし，大企業と中堅企業とに関する定期的調査を追加的に検討

することによって，総雇用数の情報を基に，５つの主要経済部門に関する１９９８年

第２四半期の生産規模の計算が行われた。これ以外にも，プロジェクトの枠内にお

いて，］９９８年全体に付いての計算が行われた。というのは四半期ごとのサンプルは

0.15％と小さく年間のサンプルは0.22％であり，より完全で信用性があり季節変動

の影響も除かれているからである。
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ISTATの専門家たちは，生産の最も重要なファクターである労働時間に関する

調査よりも，賃金調査のほうがより正確であることを強調した。しかしこの調査の

主たる目的は，経済諸部門における実際の生産高を明らかとし，また生産への労働

支出を測定することである。小企業における生産性の測定に対して特別な関心が払

われる。これらの計算に利用されるデータソースは，特別に行われる家計調査と小

企業調査とである。

隠蔽された活動とインフォーマルな活動とを考慮して，部門ごとの生産高につ

いての試算を行うために，次のような膨大な量の情報を可能な限り最大限に利用す

る。

第一に，経済諸部門における本業と副業との就業者数を，就労に関する家計調

査データに基づいて次のようにグループ分けする。すなわち，企業，機関，組織，

とにおける就業，法人化しない企業経営活動での就業，個人に雇用されての就業，

とである。

第二に，大企業，中堅企業，小企業，とにおいて就労している雇用労働者数（契

約の下に就労する常勤スタッフと兼任者）に関する，経済諸部門ごとの情報（定期

的統計調査データによる)。

第三に，大企業，中堅企業，小企業，とにおける生産高に関する経済諸部門ご

との情報（定期的統計調査データによる)。

第四に，大企業，中堅企業，小企業，とにおける労働者１人あたりの生産高を

特別に計算すること。

得られた諸結果をめぐる議論が，国家統計委員会の専門家とイタリアの同僚た

ちとの間で１９９９年１２月ローマにおいて交わされた。家内就労調査の実施過程が検

討され，実査と集計段階とにおいて発生する諸問題が検討された。雇用調査プログ

ラムを改善するための諸提案をめぐって議論が交わされた。

家計調査データに基づいて把握される，企業と組織とにおける就業者数と，企

業からの統計報告に基づいて作成される，企業と組織とにおける就業者数との，比

較結果をめぐる議論が国家統計委員会とISTATの専門家の間で交わされた。プロジ

ェクトから得られた諸結果が，国民の生産的就労について客観性を有するもの出は

ないということが、主な結論であった。このことは家計調査におけるサンプルが小

さいことと関係している。生産規模評価の利用可能性を研究するために，雇用調査

の追加調査として，雇用についての定期的統計調査を利用することが決められた。

そしてこの定期的統計調査は１９９９年から四半期ごとに実施されている。ここでの

調査は分析対象を広げることを目的として，次のような方法をとる。独立した複数

のサンプリングを行い，これらの独立したサンプリングを，調査期間を統一したう

えで総合するという，調査の組織モデルが採用される。これ以外にも調査結果をめ
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ぐる議論の中で，被調査者による回答には，経済活動形態についての誤った表現が

あり得る，という問題が提起された。これを点検するために，経済活動形態をより

大まかな分類へグループ分けしなおすことを，イタリアの専門家たちは提案した。

そしてこのような大分類への再グループ分けによって，被調査者の回答に見られる

経済活動形態に関する誤りを除去することが可能となる。

ローマでの会合の中で，隠蔽された活動とインフォーマルな活動を含めた主要

５部門(工業，建設，農業，運輸，商業・外食)における生産高の，プリヤンスク州

についての計算結果が検討された。このプリャンスク州に関する結果は，就労問題

に関する家計調査結果から得られる総雇用者数，大企業と中堅企業とからの現況統

計（訳者：報告制度による）と小企業調査データとから得られる－人あたり生産高，

とについての諸指標を基礎として得られたものである。小企業に関する追加的情報

を得るために，従業員３人未満の小企業における，労働者１人あたり生産高の計算

を行うことが提案された。法人化されない企業経営活動への従事による，生産高を

計算するために，このカテゴリーの企業についての生産高が利用される。

追加的応用計算

１９９８年第２四半期にブリヤンスク州において行われた，住民雇用サンプリン

グ調査と小企業全数調査とのデータを基にした，主要５部門(工業，建設，農業，運

輸，商業・外食)における生産物とサーヴィスの，生産高の試算結果を分析した後，

国民経済計算局は，イタリアの専門家によって採用された方法の研究を深めるため

に，経済諸部門別生産物とサーヴィスの大きさに関する応用計算を１９９８年のモス

クワ州とタタールスタン共和国とについて，行うことを決めた。これらの地域が選

ばれた理由は次のとおりである。モスクワ州は，いわゆる振り子式人口移動があり，

この州には全ての経済部門が存在すること，とから試算に含まれた。タタールスタ

ンはロシア連邦を構成する民族であり，ここにも大体全ての経済部門があることか

ら選ばれた。

応用計算は次のことを示した。モスクワ州についてみると，住民雇用調査デー

タにもとづいた就労者総数は，企業統計データにもとづいた就労者総数を上回って

いる（表２を参照)。このことはこの地方における振り子式人口移動の存在によって

説明できる。また同時に，モスクワ州における雇用者数の誤差は，脱税を目的とし

て企業が被用者数を隠蔽していることによっても，説明することができる。この現

象に対して客観的評価を与えるためには，数年間にわたる継続的観察が必要であろ

う。タタールスタンについてみると，住民雇用調査データにもとづいた就労者総数
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'よ，企業統計データにもとづいた就労者総数を下回っている（表３を参照)。これは

企業統計における誤差と関係している。

１９９８年に付いての計算を行うために，国家統計委員会によって定期的(毎四半

期)に行われる住民雇用調査データと，企業統計に示される，企業・組織での雇用者

数，投下労働量，労働時間，とに関する調査，とが利用される。

計算結果は単一のアルゴリズムを用いていくつかの段階を経て行われる。

第１段階において，住民雇用調査を通じて把握される，各経済部門における企

業・組織の就業者数は，企業統計（企業の全カテゴリーについての調査票NQII4）に

よって把握される，企業・組織の就業者数と，比較される。そのあとの計算におい

て，次のような論理的に大きな意義をもつデータが利用される。例えば，モスクワ

州の家計調査データによれば，建設部門における企業・組織の総雇用者数は１８万７，

５６５人であったが，現況統計報告によればその数は１４万４，３４９人であった。建設

における生産高を計算するためには，雇用調査データに基づいた就業者数が利用さ

れる，なぜなら建設企業は就業者数を不当に少なく報告しているからである。もう

ひとつの例として次のものをあげる。タタールスタンにおける雇用調査データに基

づいた，「情報・計算サーヴィス業｣の企業・ルⅡ微における総雇用者数は，１４９６人出

会ったが，企業統計によればその数は２４０２人であった。この場合われわれは企業

統計のほうがより信斬できると考える。なぜなら，雇用調査の調査単位は世帯であ

り，調査対象となる全ての人々が自分の活動形態を正確に理解しているとは限らな

いと，予想されるからである。

第２段階において，現業統計報告データに基づいた割合にしたがって，大企業，

中堅企業，小企業とにおける就業者数が推計される。

そのあと雇用者総数は，雇用の全てのカテゴリーに応じて，企業と組織とにお

ける就業者，農業就業者，法人化されない企業経営活動の従事者，個人に雇用され

る就業者，個人的副業従事者，とへグループ分けされる。個人的副業の従事者に関

するデータは，自営業者による生産高算定のためにはじめて作成され利用された。

このカテゴリーの属する就業者に関する情報は，工業と農業との２つの部門に亘っ

て得られた。

分析のための比較と計算は，労働時間に関して行われた雇用調査と企業統計の

データに基づいて行われた。

生産高の計算は，労働生産性統計に基づいて行われ，この労働生産性はブリヤ

ンスク州における試算のように，労働者１人あたり生産高，または単位労働時間あ

たり生産高によって計算されている。労働生産性は工業部門に属する小部門ごとに

違い，これらが工業部門内の平均的労働生産性に影響を及ぼしているので，工業に

関する計算は，これら小部門ごとに行われた。この計算結果は図１，２，表４，５，
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６，として示されている。

労働生産'性に関して得られた指標は，労働時間に基づいた評価がより客観的な

結果を与えることを，示している。

小企業と自営業とにおける生産高算定のために，小企業労働生産性データが利

用され，大企業，中堅企業に関しては大企業，中堅期魚労働生産性データが利用さ

れる。労働生産性は，統計調査票Nqn.'｢商品・サーヴィスの生産と輸送とに関する

情報｣，Ｎｐ11斗｢就業者数，賃金，労働者移動，とに関する情報｣，ＮｏＭｎ－１｢小企業活

動基本情報｣，とに基づいて計算される。

得られたデータはさらに，ＳＮＡの標準的方法論に基づいた地方総生産（ＧＲＰ：

GrossRegionalProducts）を算出するための生産高データと，比較される。尚,ＳＮＡ

の標準的方法論は国民経済計算局によって常に利（}されているものである。

データの食い違いの分析によって，生産高算出における方法論の違いだけでな

く，情報基盤の欠陥からも意き起こされていることがわかった。建設業における生

産高に占める，個人による建築作業の比重はきわめて大きい。したがって今後の計

算では，この活動形態を考慮に入れた建設業における生産高の修正が必要である。

「運輸｣部門における隠蔽された活動とインフォーマルな活動の計算は，全国レベル

においてまず行われたのちに、一定の割合に応じて地方ごとの付加価値額が計算さ

れる。なぜなら，連邦内自治体に応じて物流の実際の状態が歪曲される可能性があ

るからである。統計調査に基づいた商業部門での生産高算出は，企業と個人との労

働生産'性が同じ水準にあることを前提として行われる。確かにこれは，外見上まっ

たく正しくないことである。「不動産取引｣部門における生産高は，不動産賃貸によ

る所得を含めて示される。ＧＲＰ計算のために現在利用している方法論に従った生産

高の修正を参考に，賃貸業における生産高の修正方法が適用される。（表４，５，６

の１０行を参照）

家計調査から得られた，企業・組織における就業者総数，企業統計から得られ

た，企業・組織における就業者総数，との比較データが示すのは，被調査者である

個人が自分の活動形態について常に正しく答えているわけではないこと，またその

ことが様々な傾向をもった矛盾した全体像を描いてしまうこと，とである。より大

まかな活動形態に応じた，就業者のグループ分け(表１a,２ａ３ａ参照)は，雇用につ

いての指標をやや改善したが，生産高の計算の精度を向上させてはいない。という

のは，労働生産性が個々の活動形態に応じて著しく違っているからである。

教育，保険，研究，文化活動，その他，との非商業的(家計の)部門，と商業的

部門とにおける市場サーヴィスの大きさに関する計算結果は，地方生産性の計算結

果から得られるデータと比べて，著しく小さな数値となっている。「イタリア方式」

のこの分野への適用は，現在のところ不毛である。なぜならば，雇用に関する調査
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票NQII-1を，世帯を含め，全ての企業・組織が記入し，あわせて，生産物・サーヴ

ィスの生産高に関する統計票NQII-1を，市場サーヴィスを提供する企業・組織が記

入する，という形で現在作成されている統計報告は，労働生産性を望ましい形で計

算するには適していないからである。

また経済活動形態を列挙する際の誤りもあり得る。就労に関する世帯調査には，

タタールスタンにおける「地質学｣部門の項目がない。一方，企業統計にはこの項目

がある。タタールスタンにおける，「市場機能を援助する全商業的活動｣部門(表３の

１０行)，またはブリヤンスク州における「通信｣部門，とにおけるいくつかの大きな

誤差は，住民が従事している経済活動形態をもれなく列挙していないことから，引

き起こされている。

総雇用量調査に基づいた生産高評価方法を利用した，プリャンスク州，モスク

ワ州，タタールスタン共和国，とにおける生産物・サーヴィスの生産高の計算結果

にしたがって，次のような結論を導くことができる。

当該地方について計算された諸結果を検討した結果，シャドーエコノミーパラ

メータ測定のこのような方法をさらに詳しく検討しなければならないし，情報基盤

を改善する問題を解決しなければならない，ということがわかった。

自営業者による生産高の算定にみられるように，この方法にはいくつかの優れ

た点があるが，一方で，ロシア経済の諸条件下において，企業による生産高の算定

にこの方法を適用することにはいくつかの欠点がある。行われた計算は，労働者１

人あたりまたは単位労働時間あたり労働生産性算出に関する問題を，再度確認する

こととなった。そこでは，生産高，就業者数，生産に要した労働時間，とについて

の誤差がみられる。脱税を目的として，企業経営者は生産高を低く申告するだけで

なく，従業員数をも少なく見せかける。これは小企業だけに特徴的なことではなく，

銀行をも含めた大企業についても言える。ロシア連邦最低時給法が最近制定された

ことが，国の指導者がこの問題の解決を苦慮していることを示している。

総雇用量調査による生産高評価方法は，個々の部門と同様，現在では伝統的方

法としての生産コントロールのために，合目的的に利用されている。特に，「情報計

算サーヴィス」と｢不動産取引｣部門とに関して，ロシア連邦のこれら３つの地方で

はよい結果が得られた。いくつかの修正を経て，この方法を，「工業」，「建設｣，「商

業活動｣，の諸部門において適用することができるであろう。非市場サーヴィスの比

重の高い経済部門，金融・信用組織，保険組織，とに適用することは適当ではない。

計算に反映されるサンプリングエラーの影響を最小化し，客観性をもたせるた

めに，雇用に関する家計調査のサンプル数を大きくすることが望まれる。

この方法を利用した，生産物・サーヴィスの大きさについての満足できる計算

結果を得るためには，次のことが必要であるという点に注意すべきである。すなわ

－２４－



ち，単位労働時間あたり生産高としての労働生産性を目的に添って計算するために

は，現存する統計報告制度を改革しなければならない，という点についてである。

－２５－



表11998年ブリヤンスク州における企業・組織従業員数の比較
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部門 家計調査

企業･組織にお

ける被用者総

数(本業と副

菊

そのうち

常勤スタッ

フ

作業・サーヴ

ィス契約の

下

企業・組織にお

ける従業員総

数(企業統計デ

一夕に基づく）

差異(人） 差異（％）

１ ２ ３ ４ 5＝１－４ ６＝lAlxlOO

計 473,123 468,778 4,345 477,828 －４，７０５ ９１〕､0

１ 工業 129,622 127,960 1,662 117,983 11639 109.9

２ 農業

うち農産物

農業サーヴィ ス

０
９
１

１
１
９

３
３
１

１
，
■

２
５
９

６

62,310

53,119
９ １

０
０
０

6７

６１

３

345

003

342

-5,035

-10,884

5,849

９２

８３

２７５

５
０
０

３ 林業 7６１ 7６１ 0 `Ｉ 087 -３ 326 1８ ６

４ 建設 28,564 27,947 ６１７ 2９ 755 -１ １９１ 9６ ０

５ 他の商品&'三摩 ２ 857

リ
］

【
７

》
、
８

0 ７ 330 -４ 473 3９ 0

６ 運輸 2５ 801 2５ 8０１ 0 2９ 156 -３ ３５５ 8８ ５

７ 通信 1６ 265 1６ 265 〔） ７ (〕0０ ９

』
。

〈
ｂ
Ｏ
］ 232 ４

８ 商業、外食、ｆ'三

塵手段卸し売

り、調達

41,278 40,555 723 40,028 1,250 103.1

９ 情報計算サーヴ

イス

0 `146 -446 0，

1０ 不動産取引 0 0 ０ 685 -685 0.0

1１ 市場機能援助全

股的商業活動

549 ５ ０ ４１２ 133.3

1２ 地質学 0 １ -１９２ 0.0

1３ 住宅サーヴィ

ス・住民サーーヴ

イス

うち住宅

住民サーヴィス

不生産的住民サ

－ヴィス

19,244

０

0

0

１９Ｊ244 ０ 27,930

8,565

18,2()８

1,157

-8,686

-8,565

-18,208

-Ll57

68.9

0.0

００

(〕_(）

1４ 保健体育 42,165 42,165 0 412,262 -97 9９８

』
０
１

教育 50,537 49,726 ８１１ ５７，９７４ -7.437 872

1６ 文化芸術 323`I 3,234 ０ ､52`Ｉ -6,290 3４０

1７ 学問・研究 844 8ﾉﾙＩ 0 1,302 -5`1８ 6０６

1８ 金融・クレジッ

ﾄ、保険、年金

基金

6,129 6,129 (） 6,205 -76 ８８

管理 4(〕,674 `40川1２ 532 27,206 13,468 149.5

2０ 社会団体、宗教

団体

2,289 2,289 0 ９１６ 1,373 24(〕､９



表1ａ1998年ブリヤンスク州就業者グループ分け
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部門 家計調査

企業・組織

における彼

用者総数

(本業と副

業

企業・組織

における従

業員総数(企

業統計デー

夕より）

被調査者の

全体数

差異(人） 差異(％） 被調査者

全体数と

家計調査

との差異

（％）

被調査者

全体数と

企業調査

との差異

（％）

１ ２ ３ 4＝1‐２ 5＝1/2xlOO 6=3/IxlOO 7=3/2Ｘ100

計 473,123 4771828 490,519 -4,705 99.0 103.7 102.7

２
４

１
３
５

工業、農業、林業、

建設、他商品生産 224,114 226j500 226,500 ､2,386 98.9 101.1 100.0

２ 農業

３ 林業

４ 建設

５ 他商品生産

６．７ 運輸、通信 42,066 ３６，１５６ 42,066 、,９１０ 116.3 100.0 116.3

『
０
１ 通信

８
０
１
１
１

商業、外食、生産手

段卸し売り、調達、

不動産取引、市場綴

能援助全般商業活

動

4Ｌ827 ４１，１２５ ４，１８２ 7(〕２ ｌ０Ｌ７ 1000 101.7

９ 情報計算サーヴイ

ス 0 4４６ 446 -446 0 0.0 100.0

10 不動産取引

11 市場機能援助全般

商業活動

1２ 地質学 ０ 192 1９２ -１９２ ０ 00 100.0

３
９
８
０

１
ｌ
ワ
］

住宅サーヴィス、住

民サーヴィス,管理、

金融、クレジット、

保険、年金基金ミ社

会団体宗教団体

68,336 62,257 68,336 6,079 109.8 100.0 109.8
４１
５
６
７

１
１
１

保健、体育、教育

文化、芸術、学問

研究

、

、

8６０７８０ llL152 111,152 -14,372 ８７．１ 114.9 100.0

1５ 教育

1６ 文化芸術

1７ 学問・研究

1８ 金融、クレジッ

保険、年金基金

ﾄ、

1９ 管理

２０ 社会団体､宗教団体



表21998年モスクワ州における企業・組織従業員数の比較
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部門 家計調査

企業･組織にお

ける被用者総

数(本業と厨'１

菊

そのうち

常勤スタッ

フ

作業・サーヴ

ィス契約の

下

企業・組織にお

ける従業員総

数(企業統計デ

－タに基づく）

差異(人） 差異（％）

１ ２ ３ ４ ５＝１－４ ６＝ｌ/ｋｌｘｌ〔)0

計 233,6318 2,312,069 24,249 2,145,568 190,750 108.9

1 工業 698,806 690,6Ｇ１ 8｣15 531,587 167,21 131.5

２ 農業

うち

農業

農産物

サーヴィ ス

126

119

６

174

950

224

６
９
６

２
１

１
Ｉ

174

950

224

０
０
０

112

５

６

326
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807
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６９６

1,002
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１
８
６

３ 林業 ７ 809 ７ 809 (） ６ 8０７ 002 114 ７

４ 建設 187 565 183 703 3,862 144 349 `1３ ２１６ 129

９

５ 他の商品牛塵 1７ 1６１ 1７ 1６１ 0 2２ 937 -０ ７７６ 7４ ８

６ 運輸 1７６ 256 1７５ 7２１ 535 979 6６７ ７８ ２８９ 179 ９

７ 通信 2９ 367 2９ 367 (〕 2７ 055 ２ ３１２ 1０８ ５

８ 商業、外食、生

産手段卸し売

り、調達

265,255 258,572 6,683 216,156 49,099 122.7

９ 情報計算サーヴ

イス

2,”５ 2,995 2,661 334 112.6

1０ 不動産取弓’ 2,054 2,054 ０ 2,340 -286 878

1１ 市場機能援助全

股的商業活動

!),203 203 ０ 4,360 4β43 211.1

1２ 地質学 7４１ 7`１１ 1,705 -964 4３５

1３ 住宅サーヴィ

ス・住民サーヴ

イス

うち住宅

住民サーヴィス

不生産的住民サ

－ヴィス

1〔15,112

０

0

0

135,112 0 200,312

96,695

95,211

8,406

-65,200 67.5

1４ 保健、体育 159.121 158,072 1,049 200,621 ､41,500 79.3

1５ 教育 178,498 177,4()０ 1,0 223,903 ､45,405 7９．７

1６ 文化芸術 24,121 23279 842 36,140 -12,019 6６７

1７ 学問・研究 121,273 120,309 !〕6４ 156,420 -35,147 77.5

1８ 金融・クレジッ

ﾄ、保険、年金

基金

2`1,041 24,041 0 ２`1,686 -645 97.4

1９ 管理 1“,790 164,719 LO71 124,642 41,148 133.0

２０ 社会団体、宗教

団体

４’976 4,976 ０ 3,066 1,910 162.3



表2ａ1998年モスクワ州就業者グループ分け
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部門 家計調査

企業・組織

における彼

用者総数

(本業と剛

業

繊曄辨一
罎
畷
竈》

夕 よ

被調

全体

査者の

数

差異(人） 差異(%）

者
と
査
異

罐巍報準伽

者
と
査
異

査
数
調
差

纈
誹
蜂
⑫
１％Ｉ

２ ３ `'1＝l‐２ 5＝1/2xlOO 6=3/1ｘｌＯＯ 7=3/2xlOO

計 2,33(;,３１８ 2,145,568 2,494,140
（
Ｕ

｜
ひ
庁
Ｉ

０

108.1〕 106.8 116..2

２
４
Ｊ
７

１
３
５

工業、農業、林業、

建設、他商品生産

1,037,515 823,534 1,0;〕7,515 213,981 1260 100.0 126.0

２ 農業

３ 林業

４ 建設

５ 他商品生産

６．７ 運輸、通信 205,623 125,022 205,623 Bq601 １６`1.５ 10〔).0 164.5

７ 通信

８
０
１

１
１

商業、外食、生産手

段卸し売り、調達、

不動産取引、市場機

能援助全般商業活

動

276,512 222,856 276512 53,656 124」 100.0 124.1

９

情報計算サーヴィ

ス

2,995 ２．６６］ 2,995 334 112.6 ００ 112.6

1０ 不動産取引

11 市場機能援助全般

商業椚勅

1２ 地質学 7４１ 1,705 1,705 -964 435 0.0 100.0

３
９
８
０

１
１
１
９
】

住宅サーヴィス、住

民サーヴィス,管理、

金融、クレジット、

保険、年金基金、社

会団体、宗教団体

329,919 352,706 352,706 -22,787 93.5 106.9 100.0

４
５
６
７

１
１
１
１

保健、体育、教育

文化、芸術、学問

研究

、

、

4８３，０１３ 617,08`Ｉ 617,084 -１３４０７１ 78.3 127.8 100.0

1５ 教育

1６ 文化芸術

1７ 学問・研究

1８ 金融、クレジット、

保険、年金基金

1９ 管理

２０ 社会団体宗教団体



表31998年タタールスタン共和国における企業・lMl織従業員数の比較
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ける被用者総
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菊

そのうち

常勤スタッ

フ

作業・サーヴ

ィス契約の

下

企業・組織にお

ける従業員総

数(企業統計デ

－タに基づく）

差異(人） 差異（％）

２ ３ ４ ５＝１－４ ６＝1/flｘｌＯＯ

計 1,385,499 1,381,194 4,305 1,490,165 -104,“６ 93.0

１ 林業 407,892 407,892 0 400,454 7438 101.9

２ 農業

うち農産物

農業サーヴィ ス

９
１

６
５

１
１

８１

806

509

297

1６７

１４９

1７

24`1
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２
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８７
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172

１
１
９

３ 林業 ３ 527 ３ 527 0 ４ ６ -１ 459 7０ ７

４ 建設

９０１ ９５９

109 329 630 1２９ ３５１ -19 ワ
ー 8５ 〔）

５ 他の商品生産 ３ 744 ２ 6３１ 11,113 1７ ５ -13 854 ２１ ３

６ 運輸 １２`Ｉ 293 1２４ 293 0 ８３ ５１６ 4０ 777 148 ８

７ 通信 ２１ 123 ２１ 123 0 1９ ３８３ １ 740 109 0

８ 商業、外食、生

産手段卸し売

り、調達

()5,250 952,5〔)２ 122,153 -26,903 78.0

９ 情報計算サーヴ

イス

],496

６０４１

2ハ02 -906 62.3

1０ 不動産取引 ７１７ ７]７ 0 1３６ 5８１ 5272

1１ 市場機能援助全

股的商業活動

3,398 3,398 ０ 6,826 -3,428 49.8

1２ 地質学 0 6,026 -6,026 0.0

1３ 住宅サーヴィ

ス・住民サーヴ

イス

うち住宅

住民サーヴィス

不生産的住民サ

一ヴィス

65,838

０

0

0

65,838 (） 80,.128

43,135

33,1)7４

3,319

４１，５９０ RＬ９

1４ 保健、体育 108,937 108,937 0 106,652 2,285 102」

1５ 教育 162,472 162,472 0 177,(〕7３ ･15,50］ ９１３

1６ 文化芸術 24,327 24,327 0 31,36(〕 -7,()4２ 776

1７ 学問・研究 774 774 0 20,13〔〕 -19,356 3.8.0

1８ 金融・クレジッ

トィ保険、年金

基金

1７，９４７ 1７．９４７ 0 20,005 -2,058 89.7

1９ 管理 52,085 52,085 ０ 60,724 -8,639 ８５．８

2〔） 社会団体、宗教

団体

11,914 １１，９Ｍ 0 `1,9Ｍ 6,920 238.6
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査
異
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計
の
％
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と
く
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との差異

（％）

１ ２ ３ 4＝]‐２ 5＝l/2xlOO 6=3/ｌｘｌＯＯ 7=3/ｚｄＯＯ
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【
０
０ 通信

８
０
１

１
１

商業、外食、生産手

段卸し売り、調達、

不動産取引、市場ｉｊｉｉ

能援助全般商業活

動

99,365

』
Ｄ
ＩＩ

129,115 -29,750 77.0 129.9 100.0

９ 情報計算サーヴィ

ス

1,`196 2,4〔)２ 214()２ -1〕(〕6 62.3 0.〔） 100.0

1０ 不動産取引
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３
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８
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Ｍ7,784 l(〕(j’1５１ 166,151 -]８，;]()７ ８８．９ 112.4 1000
４
５
６
７

１
１
１
１

保健、体育、教育

文化、芸術、学問

研究

、

、

296,510 336,124 336,124 ６１４ 88.2 1１３．４ 100.0

1５ 教育

1６ 文化芸術

1７ 学問・研究

1８ 金融、クレジッ

保険、年金基金

ﾄ、

1９ 管理

2０ 社会団体宗教剛体



表41998年プリヤンスク州における2つの生産高計算ヴアリアントの比較(地方総生産と総雇用者数調査とによる）

２２０６０６８４９

１７１７１」

８４１７１６．１Ｚｌ４０４８Ｈ

爾監外

卸調逮

市場機－，．

般商

１７８７８．１

１１１９６２Ｚ

金融’

保険,年

－３２－

部門 労働者1人
あたり生産

高

単位労働時
間あたり生

産高

地方総生産

計算による
生産高

差異(千ﾙー

プル）

差異(％） 差異(千ﾙー

ブル）

差異(％）

Ａ ６ １ Ｚ ３ 4＝1-3 5＝lBX100 6=2-3 7=2/3xlOO

計 20,108,889.6 21,752,799.(） 22,060,6849 -1,797,0匹16.1 91.8 -1530136.7 99.3

１ 工業 6,412,0774 8,082,7106 6,761,625.3 -349547.9 94.8 1321,0853 1195

Ｚ 農業

うち農産物生産

HC業サービス

6,400,696.4

6,334,7323

65,964.1

4,728,3713

4,656,5080

71,8633

4,4邦,３１５．２

4,376,950.2

61,365-0

1,962,381.2

1,957,782.1

4ｓ”､１

144.2

144.7

107.5

290,056.1

279.557.8

10,4983

106.5

106.4

1１７．１

３ 林業 17,596.4 17,37Ｌ１ 54,453.0 -36,856.6 32.3 -37,081.9 ３１．９

４ 建設 1,268,045.0 1,367,157.4 1,072.069.8 195,9万.２ 1１８．３ 295,087.6 127.ｓ

５ 他商品隼産 34,0626 33,521.6 92,906.5 -58.843.9 36.7 -59.羽4.9 36.1

６ 運輸 2,184,0463 2,424,738.7 2,877,987.8 -693,,415 7５９ -453,249.1 8４．３

７ 通信 550,515.1 652,905.5 四3,9205 316,594.6 2353 418,985.0 279.1

８

繭票、外食，生産

手段卸,調達 1,298,772.7 1,417,655`０ 2,140,488.8 -841,716.1 6０７ -722,833.8 66.2

，

ＩｎＴＴＬｐＩダデソＬ－

ス 11,227.6 10,6001 7,042.0 4,185.6 159.4 35581 150.5

1０ 不動産取引

うち賃貸

124,998.1 71,689.7 215,658.2

154,749.2

64,089.1 205,2 10,780.7 117.7

0.0

1１

市場機能援助全

股商業活動 18,212.6 加,967.9 35.889.4 -17,676.8 50.7 -14,92ＬＳ 58.4

1２ 地質学 3314.1 3,084.8 2,986.1 ３２８， 1１１．０ 98.7 103.3

３
４
５
６

１
１
１
１

圧毛･圧氏サーピ

ス

うち住宅サービス

住民サービス

小摩白首1J<J1王f】台

サービス

1,544,934.7

134,,4.2

1ユ76,226.9

66,936.8

2,640585.2

1,337,249.9

1,264,943.2

28,248.4

1,8620336.1

736,874.3

1,097,448.8

２８，０１３．０

-317,40Ｌ４

-602,040.1

178,778.1

38,923.8

83.0

1８３

116.3

238.9

778,249.1

600,375.6

167,4“.４

235.4

141.8

l８Ｌ５

1１５３

1００８

1７ 保健,体育 79,3216 86,979.5 688,0528 -608,731.2 11.5 -601,0733 1２．６

1８ 教育 44,239.6 “,170.5 713,236.0 -6“,996.4 6.2 -661,065.5 6.2

1９ 文化芸術 8,447.3 8ユ783 111,962.2 -103,5149 7.5 -103,683.9 ７４

2０ 学問研究 ２２β115 21335.5 32,型7.8 -9,776.3 69.7 -1009523 66`１

２１

金鯉，クレシット、

保険,年金基金 0０ 7,171.4 19ｓ2８０ -19,528.0 0.0 -12,356.6 36.7

2２ 管理 85,870.0 113,5oz１．７ 699939.4 -614,068.7 1２．３ -586,434.7 1６．２

2３

ＴＬ｡貢lユ1Fトレ刀可記Ｘ

団体 0.0 0.0 0.0 ０．０ ０，０ ００



表51998年モスクワ州における2つの生産高計算ヴアリアントの比較(地方総生産と総雇用者数調査とによる）

1ｺｘｌＯＯ

１５６４４６１９４．０

機．￣

商業活

10【５８４５０

企腿，ク

険

－３３－

部門 労働者1人
あたり生産

高

単位労働時
間あたり生

座高

地方総生産

計算による
生産高

差異(千ﾙー
ﾌﾞﾙ）

差異(％） 差異(千ﾙー
ブル）

差異(％）

Ａ ６ １ ２ ３ ４＝Ｌ３ 5＝1/3xlOO ６=2-3 7=2/３xlOO

計 144,408β440 158,303,272.0 156,446,194.0 -9,475,342.6 93.8 4,419,385.7 101.2

１ 工業 59,050,羽3.0 73970,09 52,977,674.0 6,072,559.0 111.5 20,”2,423.5 139.6

２ 農業

うち農産物生産

農業サービス

21,862,15ＬＯ

21,694,4900

167.661.2

15,144,980.4

14,937,705.2

2,072,725.2

10,469,833.0

9,997,941.4

471,892.0

11,392,318.0

11,696,548.6

-30■１，２３０８

208.8

217.0

3５．５

4,675,147.4

4,939,763.8

-264,616.8

144.7

149.4

43.9

３ 林業 88333.5 93,270.7 204,812.4 -116,478.9 43.1 -１１１，５４１．７ 45.5

４ 建設 17,899,7473 型,4２１，３１９８ 15,698,325.4 2ユ０１，４２１．９ 114.0 6,722,994.4 142.8

５ 他商品生産 西0,236.6 251,972.3 883,271.6 -633,035,0 2８．３ -631.2993 28.5

６ 運輸 9,22Ｌ239.7 11,434.857.3 17,096,658.1 -7,875,418.4 53.9 -5,661,800.8 669

７

一
百
１通

695,742.9 815,1891 1,795,534.0 -1,099,791.1 38.7 -980,344.9 45.4

８

簡栗、外食，生塵

手段卸,調達 16,823,603.0 11,749,417.2 17,606,122.0 -782,519.0 95.6 -5.856,704.8 66.7

９

I月下ＷＫｐＩ歩弔y－Ｌ－

ス 179,718.7 256.718`１ 134,649.0 45,069.7 133.5 122,149.1 190.7

1０ 不動産取引

うち賃貸

248,3〔y7.5

０．０

304,774.5

０．０

2,694,705.7

2,562,307.7

115,9”､５ 187.5 172,376.5 2３

0.0

1１

市場機能後助全

般商業活動 465,1210 789,218.5 146,245.0 318,876.0 ３１８，０ 642,973.5 539.7

1２ 地質学 224,315.0 221,116.1 56,854.2 167,4608 3９４５ 164,261.9 388.9

３
４
５
６

１
１
１
１

任宅･圧氏サーピ

ス

うち住宅サービス

住民サービス

小生I叢的圧氏

サービス

10,169,03700

０．０

36,”7.3

241,603.5

10,058,450.1

2.233,638.6

7,277,351.1

499,244.4

15β69,3630

4,887,477.3

10ｓ16,455.0

165,430.0

-5,400,3260 65.3

００

０４

1４６０

-5510,913.1

-2,653,838.7

-3ユ39,096.8

333.814.4

64.6

４５．７

69.2

３０Ｌ８

1７ 保健,体育 1,405.0340 1,416,218.2 5,160,553.2 -3,755国19.2 27.2 -3,744,335.0 27.4

1８ 教育 462,034.5 430,860.5 3,588,018.3 -3,12ａ983.8 1２．９ -3,157,1578 12.0

1９ 文化芸術 388,774.4 368,724.8 547,319.2 -158,544.8 71.0 -178,594.4 67.4

2０ 学問研究 3,004,0618 2,,21,240.0 7,934,965.3 -4,930,903.5 37.9 -5,005,725.3 3６．９

2１

金融，クレシット、

保険,年金基余 ００ 2,792,222.5 483,654.5 -483,654.5 0.0 2,3085“､0 577.3

2２ 管理 1,970,851.7 2,854,545.4 3,397,635.3 -1.4”,783.6 58.0 -543,089.9 84-0

2３

ｆt:芸凹{卒，ラ示宅〔

団体 ００ ０．０ ００ ００ 0.0



表61998年タタールスタン共和国における2つの生産高計算ヴアリアントの比較(地方総牛産し総履用者数調査とによる）

＿ｘｌⅨ】ＢｘｌＯＯ

６４１０７６ZＺ６

１ｺＺ8９１０５１

「舷

保険年

－３４－

部門 労働者1人
あたり生産

高

単位労働時
間あたり生

産高

地方総生産

計算による
生産高

差異(千ﾙー

ﾌ,ﾙ）

差異(％） 差異(千ﾙー

ﾌ`ﾙ）

差異(％）

Ａ ６ １ ２ ３ ４＝1-3 5＝lＢｘ１００ ６=2-3 7=2/3ｘｌＯＯ

計 71,412,375.6 94,762,136.6 132,113,049.3 -60,011,8“・Ｚ 54.1 -36,“2,103.2 72.1

１ 工業 34,944,690.2 55,747,145.7 64,107,6226 -29,162,9324 54.5 -8360,476.9 87.0

２ 鵬業

うち農産物生産

農業サービス

7,215,7589

6,776,396.8

439362.1

5,946,742.4

5,486,613.0

460,1294

110202,883.0

10,872,955.0

329,9羽０

-3987,1241

-4,096,558.2

109,434.1

64.4

623

133.2

-5ユ56,141.4

-5386342.8

131,201.4

５３．１

５０．５

139.ｓ

３ 林業 72,846.3 ね,4６０２ 180,1019 -107,255.6 40.4 -1Ｕ7,641.7 4０２

４ 建設 8,862.648.1 9304,475.5 1.231,533.0 3,452,685.6 72.0 -3,010,858.2 7５．６

５ 他商品生産 165,942.6 164,767.7 479,405.7 -313,463.1 34.6 -314,638.0 34.4

６ 運輸 9,275,0461 10,458,762.2 7β94,896`１ 10680,150.8 122.1 2,863,866.1 137.7

７ 通信 1,261,6717 1,381,893.4 1β77,644.0 315,972.3 80.0 -195,750.6 ８７．６

８

曲栗、外食，笙瞳

手段卸,調達 3,542,221.6 4,865,829.4 13,289,105`３ -9.746,883.7 26.7 -8,4羽,275.9 36.6

，

惰報計算サービ

ス 219373.9 206,155.1 72,5970 146.7769 302.2 133,558.1 2８

1０ 不動産取引

うち賃貸

24,270.4 28,164.1 693,267.5

688,809.5

19,8124 544.4 ”,706.1 631.8

0.0

1１

ｉｆ１場磯熊後幼全

股商業活動 1８１，１１２．８ 133ユ71.7 325.497.4 -144,3846 55,6 -192,2五.７ 40.9

1２ 地質学 431国21.1 419,005.3 676342.0 -2“,820.9 63.8 -257336.7 620

３
４
５
６

１
１
１
１

住宅･任氏サーピ

ス

うち住宅サービス

住民サービス

ｲ､乍産岡圧氏

サービス

3,363,985.2

００

００

324,641.6

389,919.6

880,792.7

1,880,6368

492,7695

5,782,554.8

2,993.465.1

2,651,2807

137,809.0

-2,418,569.6 582

0.0

0.0

235.6

-1,883355.2

-2,112,672.4

-770,643.9

354,9605

67.4

29.4

７０．９

357.6

1７ 保健,体育 344,386.8 316,413.8 3,740,6酉.， -3,396,239.1 9.2 -3,424112.1 8.5

1８ 教育 刀9,187.9

２５６６７雪

3,254,6303 -3.015442.4 7.3 -3,016,965.1 7.3

1９ 文化芸術 84,配4.7 ”,465.9 617,885.6 -533,620.9 1３．６ -520,419.7 15.8

2０ 学問研究 800,897.9 1,035,248.4 732,9659 67,932.0 109.3 302282.5 1４１２

2１

金融，クレシット、

保険,年金基金 107,621.6 121353.4 石.663.9 81,957.7 419.4 95,“9.5 472.9

22 管理 274,926.9 326,117.7 5,444,0259 -5,169,09 5.1 -5,117108.2 6.0

2３

Ｔ上ず旨!､U」ｉｆ吟,刀丁zZX

団体 0.0 ００ ００ ００



IILロシアにおける就業調査データを利用したシャドーエコノミーパラ

メータの算出

テ･エル･ゴルバチョワ(ロシア国家統計委員会）

ＴＡＣＩＳプロジェクト「シャドーエコノミーパラメータ測定｣の枠内で実施され

る，非観測経済の計算において，中心的位置を占めるのは，国民の就業と労働支出

とを特徴つける諸指標である。

ロシアの労働力に関する２つの主要なソースは次のとおりである。

１．家計調査

２．企業調査

上記のそれぞれのソースは優位性と欠点とを持っており，非観測経済を評価す

るための労働支出を計算する際に利川される，情報基盤へこれらの優位性と欠点と

が持ち込まれる。

国民の就業に関する標本調査は，経済活動と国民の雇用とに関する，比較的新

しい情報源であり，経済改革の初期においてロシアの統計活動に導入された方法で

ある。

この方法は雇用に関するデータの収集方法全ての中で，最も柔軟'性のある点に

おいて大きな意義をもっている。全ての雇用形態を考慮すること，各被調査者の就

業上の地位と副業の存在とを確認すること，労働時間を算定すること，とがこの調

査を通じて可能となる。

調査の過程において様々な視点とそれらの相互関係とを検討することが可能と

なる。適用される概念と定義を，問題を細分化しながら，情報利用者からの要求に

合致させ，そのことを通じて他の情報源からのデータとの相互比較が可能となる。

ロシアにおける雇用に関する住民調査は，１９９２年から実施された。1992-1994

年，１９９７年，１９９８年，には年に１度１０月最終週の状態について調査が行われ，

1995年には３月と１０月の最終週について２回に亘る調査が行われた。また１９９６

年には３月最終週に調査が行われた。１９９９年からは４半期ごとに調査が行われ，

各四半期の第２月最終週が調査期間となっている。

調査はロシア連邦の全ての地方において行われており，標本調査の結果から調

査対象年齢にある国民全体についての数値を，推計する方法がとられている。

１９９９年から調査集計はロシア連邦全土について毎四半期ごとに行われている。

ロシア連邦の各自治体ごとの集計は，４つの四半期ごとの調査を統合して作成され，

2000年第１四半期から開始された。

－３５－



１９９９年の調査において対象となった人々は，１四半期に１５－７２歳の６０，０００

人(この年齢にある総人口の０．０５５％)であり，年間を通して２４０，０００人（０．２２％）

であった。ロシア連邦各自治体における抽出率は，総人口と調査対象となるカテゴ

リーにある人口数とを考慮して，決められた。

四半期調査の調査単位は，全ての四半期において毎回調査単位が新しく入れ替

るように抽出された。このようなサンプルの構成の仕方は，いくつかの連続した四

半期調査の被調査者を後で総合することを可能とする。

四半期調査のサンプルの大きさは，要求される正確性の範囲における集計結果

を得ることを保障するようなものである。「失業水準｣指標に関して予想されるサン

プリングエラーは±３％以内である。

ロシア連邦地方自治体に関して示される集計は，４つの四半期標本データを集

計して作成される。「失業水準｣指標に関して予想されるサンプリングエラーは，指

標の種類とサンプルの大きさに関わらず，±５－１０％以内である。

情報基盤として，サンプルフレームを作成するにあたり，1995年までの家計調

査には１９８９年人口センサス資料が利用され，１９９５年からは１９９４年人口マイクロ

センサス資料が利用されている。

１年の間に新しい住居へ転居した人々から，追加的にサンプリングが行われる。

このような追加的サンプリングは毎年行われる。

四半期調査のための調査単位の抽出は，全ての四半期において調査単位が新し

く取り替えられるように抽出される。２年間に亘るサンプリングには，調査単位の

住所が重複して含まれることがあり得る。

調査単位の抽出は，性別，年齢，家族員数，生計の源泉，教育，民族，住居の

種類，という７つの属性に応じて構成される典型的なグループに分け，それぞれの

グループから無作為に抽出する方法によって，行われた。

サンプルは２段階抽出によって構成される。第１段階において，典型的属性ご

とに分けられたグループの中から，調査対象を選ぶ。第２段階では，第１段階にお

いて選ばれた調査対象を，家族数に応じて層化し，無作為に世帯を抽出する。個々

では，情報の収集は個人ごとに行われる。

調査の集計結果，または推計値は，人、現況統計データを基礎として，性別，

年齢，の諸属性に応じた修正を加えて，求められる。問題の大きな部分は就業人口

の諸特徴と関係している。

経済活動就業調査において調査対象となるのは，調査期間において次のような

状態にあった人々である。

第一に，貨幣形態または実物形態での報酬を得るために雇用され，または利益

や家族収入を得るために雇用されて，何らかの労働を行っていた人。そして労働時
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間が週１時間以上であれば，報酬または収入を得ていた期間は不問とされる。

第二に，病気，怪我，看病，年次休暇や体ロ，有給休暇や代休，超過勤務や休

日出勤の補償，特別な作業予定のための労働，一時帰休,法定出産休暇,育児休暇,教

育,職場外再訓練,研修休暇,政府指導の有給休暇または無給休暇,ストライキ,その他

同様の要因とによって一時的に休んだ人々・

第三に,家族が経営する企業において無償で働いた人々・

自分の企業や事業を有しそこで働く人たちのなかで,調査期間において何らか

の理由の下に仕事を休んだ人は,もし調査期間においてその企業や事業が機能して

いなかったとしても，就業していたと見なされる。

家族が経営する企業において無償で働いた人のうち、調査期間においてその企

業でいかなる労働にも携わらなかったものは,経済活動に従事していたとは見なさ

れない。

１９９２年から１９９８年までの間２回にわたって,ロシア国家統計委員会は調査項

目を再検討し,主要諸指標の作成の継続性を保つために,調査項目の変更と追加とを

行った。これとあわせて１９９９年まで行われた住民雇用調査の調査項目は,非観測経

済を測定に利用される情報への要求に,十分応えていなかったことを指摘しておこ

う。ＴACISプロジェクトRFO41TO6｢シャドーエコノミーパラメータの計測｣の枠内

にいおいて,1998年８月最終週の就業状態に関する調査が,ブリヤンスクリ''１において

行われた。調査は特別なプログラムにしたがって抽出された世帯に対する,質問を通

じて行われた。全部で１５歳から７２歳までの１５００人が調査された。

調査項目には,調査週における仕事の有無,この仕事の種類,副業の有無,労度時

間,活動形態と雇用形態,本業と副業における従業上の地位,とが特に含まれている。

アンケート結果をもとに個人データベースが作られ,これにはアンケートへの

回答,調査単位の属性や人数など,集計される総合データに利用され得るものが含ま

れる。これらはロシア国家統計委員会によって作成された特別な方法によって計算

される。

ブリャンスク州における住民雇用調査の集計結果は,非観測経済を含めた全生

産高を測定するために必要な,出発点のデータとして利用される。

プリヤンスク州に関する最終集計表には次のようなデータが含まれる。

１経済部門ごとの就業者数

２．労働時間

３フルタイム労働者数

ここでの情報は被調査者の就業場所に応じて作成され,企業調査によってえら

れたデータとの相互比較が行われる。調査資料をもとに作成される個人データベー

スは,他の統計表の作成にも利用され得る。
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これ以外にも,ロシア全土において１９９８年１０月に行われた,雇用定期調査資料

をもとに,タタールスタン共和国とモスクワ州とにおける雇用と労働支出とに関す

る計算が行われた。

ブリヤンスク州における追力Ⅱ調査とその資料分析の結果,ロシア国家統計委員

会によってロシア全土で行われている,住民雇用調査の調査項目を変更すべきとい

う提案が,示された。この提案は,１９９９年四半期労働力調査のための,新しい調査票項

目として反映され,この調査票が１９９８年１２月２８日に承認された。

新しい調査票の中では,特に,調査週だけでなく,その前月間における,副業を調

査するための質問項目が拡充され,自家菜園での農業労働,副収入を売るための家内

における工業製品とサーヴィスの生産とに関する追加的質問項目が加えられ,調査

期間内にやむを得ぬ事情の下で就業しなかった期間に関する質問項目が追加された。

このようにして,このテーマに関する四半期ごとの調査情報は著しく拡充され，

次のような主要な諸指標を示している。

ａ）支払い労働または収入を伴う労働の有無。経済活動形態,労働の場所と種類

（法人化されない企業経営活動,個人に雇用されての労働),職務(職能,職階)，

住行状の地位分類,就労する雇用労働者数(雇用主にとって),労働契約の種類，

本業が行われる地域,規準と現実とにおける週あたり労働時間,一時帰休。

ｂ）副業に関する情報。副業の有無，経済活動形態,労働の場所と種類(法人化さ

れない企業経営活動,個人に雇用されての労働),職務(職能,職階),住行状の地

位分類1就労する雇用労働者数(雇用主にとって),労働契約の種類,副業が行

われる地域,規準と現実とにおける週あたり労働時間。

ｃ）家計における商品・サーヴィスの生産に関わる就業。個人的に必要な使用

価値の生産を含めた，自営業における生産物生産への調査週における就労，

主要農産物品目と自家菜園での調査週における労働時間，貨幣所得または

物々交換を目的とした，工業製品とサーヴィスとの家内生産への就労，家

内生産される主要工業性産物の品目とこれらの生産へ支出された労働時間。

１９９９年に行われた第４四半期調査の集計結果に関する，上記のような情報を

利用して，２０００年２月から３月において労働統計局は，家計における農産物と工

業生産物とサーヴィスとの生産への，就労に関するデータを含めた追加労働支出に

関する調査をロシア全土にわたって行った。

１９９９年から２０００年において行われたデータの計算と分析結果が示したのは，

ＳＮＡにおいて規定されている生産分類へ，経済活動形態の計算を完全に照応させる

ことが必要であり，またこのことのために，住民雇用調査のプログラムを一層改善

しなければならない，ということである。特に家計部門において，以下のような活

動を生産活動へ含めるよう予定されている。
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ａ）イチゴ類とその他の野生果実の採取，森林業，木材伐採と薪の生産，泥炭，

狩猟と漁労。

ｂ）家計において生産される，農業，林業，狩猟，漁労，との一次産品の再加

工ｏ

ｃ）生産される商品(全部または一部)があらかじめ売られることが予定されて

いる場合，世帯構成員によって生産されない，農業，林業，狩猟，漁労，

との一次産品の再加工。

ｄ）自力での住宅建築。

これ以外にも，非観測経済を含めた生産規模の計測作業を通して，様々なデー

タソース(住民調査と企業調査)から得られた諸指標を，相互比較する際の方法を改

善することが，必要であることがわかった。

これらの情報源の基本的相違点は，調査単位の違いである。すなわち，企業調

査における調査単位は事業所または作業場所であり，住民調査における調査単位は

個人である。

これらの情報源から得られるデータにおける，労働人口というカテゴリーの概

念的違いと，時間的ズレとがあることも，指摘しなければならない。

比較結果に影響を与える重要なファクターとして，企業従業員数に関する情報

は企業の所在地ごとに作成され，これら企業所在地は住民調査において質問を受け

る個々人の居所と合致しない可能性がある。

地域の視点から，比較結果におけるこれらのズレの原因を取り除くことを目的

として，住民雇用調査の調査項目のｌｌ１に，労働者の振り子型人口移動に関する質問

項目を加えた。

しかしながら，抽出されるサンプルの大きさは，これらの現象が存在すること

を示すことができても，それらの規模を正確に示すものとはなっていない。労働場

所，経済諸部門における就業状態，とに応じた労働力分布についての，地方レベル

のデータが，常に存在しているとは限らない。

これと関わって，地方における非観測経済を含めた生産高計算において，住民

雇用調査データを利用するうえでの重要な条件は，サンプルの大きさを，集計地の

中で必要な再分類ができ得る程度にまで，十分な大きさに拡張することである。

部門データの食い違いが，サンプルの大きさだけに起因しているのではなく，

住民調査過程において経済活動の種類について記入してもらう際に用いられる，企

業の活動形態に関する用語の不正確さ，にも起因している。

このようにして，住民雇用調査データに基づいた試算は，指標体系とその分析

方法とを改善する視点から，情報利用の総合的アプローチを検討することが必要で

あることを，示した。
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表11999年ロシア連邦における､本業､副業､商品･サーヴィスの家内生産､とへの就業者数
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表21999年ロシア連邦における､本業､副業､商品･サーヴィスの家内生産､とへの労働支出
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あとがき

今回の統計研究参考資料では、過去１０年間において増長しつづけているロシア

のシャドーエコノミーの規模計測に関わる論文を３つ翻訳した。これらの論文のロ

シア語タイトルは次の通りである。

第１論文

Ｂ、n．ＢｏＪＩＫｏＨｃＫＤｍ，Ｔ、Ⅲ、ＫｏｐＨｎＨＨａ，ＯＱＨＵⅢａＪＩｂＨａえｚｆｍｅＨｅＢａＨｓＫｏＨｏＭＨＫａＢ

ｐｅａｎｂＨｏｃ､ⅥⅥＣｍａＴＩｆｃ囮阿Ｋｅ．《ＳＫｏＨｏＭＨＫａＪａＭａＴｅＭａＴＭｕＩｅｃＫＪＩｅＭｅｍ○回b,》、

ＴＯＭ３６．Ｎ1４．２０００．ｃｍｐ、１４－２４．

第２論文

Ⅵ.n.MacaKoBa・ｎＰＨＭｅＨｅＨＭｅ《ⅢTanbHHcKoroMeTo瓜a》ⅡJTえｏＵｅＨＩｍＢｂｍｙＣＫａ

ｎＰＯｐｙＫＵⅢⅢｎｏｏｍＰａＣＪＷｌＭＳＫＯＨＯＭ腕ＫＨＣｙＵｅ⑱ＯＭＣＫＰＬＩｍＯＬＫＪＩＨｅ由ＯＰＭａｎｂＨＯＪｆ

ｐｅＨ⑩eJIbHocmBoTJj【eJIbHblxpermoHaxP○ccIm．《Ｂｏｎｐｏｃｕｃｍａ囮ＨｃｍＨＫＨ》、

２０００，Ｎ’６．ｃｍｐ、４－１６．

第３論文

Ｔ，Ⅲ、ｒｃｐ６ａＵ色Ｂａ，ＪＩｃＩＩｏＪＩｂｓｏＢａＨ功ｅＨａＬｊＨｂｌｘｏ６ｃＪＩｅⅡｏＢａＨｍ'Ｉｎｏ

ｓａＷＩｍｏＣ０ＤＤＩＢＰＯＣｃＤｍｐＪＩＪＩｎａＰａＭｅｍＰｏＢＦｅＨｅＢｏＪＩＳＫＯＨＯＭＨＫＪＩ･

cTapmcmmKH》、２０００，Ｎ@６．ｃｍｐ、１７－２１．

ｎｐｏ６ｎｅＭａＭ

《Bonpocb【

第１論文では，近年のロシアにおけるこの問題に関する主な研究がサーヴェイさ

れ，シャドーエコノミーの，概念規定とＳＮＡへの反映とについて検討されている。

第２論文と第３論文は，２０００年３月１３日から１４日までロシア国家統計委員会

において行われた，シャドーエコノミーに関する国際セミナーへ提出された報告論

文である。国家統計委員会がイタリア統計研究所（lSTAT）の協力の下に推計した，

シャドーエコノミーの諸部門における就業者数が示されている。ここで採用されて

いる方法は，雇用に関する二つの統計，すなわち，世帯が調査単位となる統計調査

を経て作成されるデータ（調査統計）と，統計調査に依らずに企業からの業務報告

（統計報告制度とよばれる１９３０年代に定着したロシア特有の統計作成方法）に基

づいて作成されるデータとを相互比較し，両統計間の誤差に注目し，これをもとに

シャドーエコノミーにおける就労の規模を推計するものである。

翻訳は山口秋義（九州国際大学経済学部）が担当した。

－４６－
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